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■  背景
　日本人の海外への移住は、1868 年のハワイから始ま

り、現在最も多くの日系人を有する北米・中南米において

は、120年を超える移住の歴史がある。長い歴史の中、時

を経て日系人の属性は多様化し、もはや固定化した「日系

人像」を描くことは難しくなってきている。また、かつて日

系人は日系団体に属し、日系コミュニティの中で暮らす

人々が多かったが、現在、特に若い世代は日系団体に属さ

ない人も多くなってきている。

　一方、日系コミュニティに属していない、若い次世代日

系人の方々も日本にとって重要なパートナーであり、これ

までも、日本政府や民間団体により様々な取り組みが展

開されてきた。

　しかし、我々は従来の取り組みには以下の3点の課題が

あると考えた。

（１） 対象者、実施者、事業手法のアップデートがされて

いないこと

（２）日系人、日本ルーツの人々の活用不足

（３）各セクターの連携不足 

■  目的
　以上の課題を鑑み、次世代日系人を中心とした連携の

取り組みは可能であるのか、改めて検証することが本検

討会事業の目的である。今回の検討会の実施は、以下の

４点において特徴的である。 

（１）  従来の支援事業の手法に捉われず、持続可能な

連携の取り組みについて検討する点 

（２）  連携が可能であるとの前提に立つのではなく、

その連携が本当に可能なのか、具体的なプレー

ヤー、対象者、手法を含めて議論する点 

（３）  既存の所属団体の枠にとらわれることなく、これ

まで声を上げる機会がなかったが何か活動した

いと思っている次世代日系人がいれば積極的に

活用すること。 

（４）  単体の事業実施者で完結するものではなく、セク

ター間の連携を取り入れたものにすること。その

ために、検討の段階から多様なセクターを巻き込

み、検討結果は第 63回海外日系人大会で広く共

有すること。 

■  提案
　次世代日系人リーダー６名を検討会のメンバーとして

招き、アルベルト松本先生のファシリテーションのもと、

議論していただいた。議論の結果、次世代日系人との連

携における具体的な提案は以下の通りとなった。

（1） 日本社会のための提案  
日系人の歴史や現状について学ぶことのできる機会

の創出。      

日系人を日本の良き理解者として認識できるようなイ

ベントや研修などの開催。    

現代における日本社会の課題を日系人と一緒に解決

するロードマップの作成

（2） 国内の日系人のための提案  
多様な調査を通じて、子弟教育の見える化。  

第三の文化の担い手として、日本のビジネス界の変革

を図る取り組み。

（3） 海外日系人のための提案  
居住国における日本文化の担い手となれるよう、日本

の多様な組織との連携構築。    

コミュニケーション・コーディネーター育成プログラ

ムの構築。

（4） 次世代のための提案  
日系人と非日系人を隔てるのではなく、日本文化の担

い手としての新たな「ニッケイ人」の受け入れ促進。  

新しい世代のトレンド、ニーズを把握し、彼らに届く

形でニッケイ・レガシーを届ける。
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　本検討会事業の実施主体である日本財団は、1970年

代に日系社会支援を開始した。この支援は、移民政策のも

と海外で苦労を乗り越え、今日の日系社会の基盤を作っ

た初期世代の方々の労苦に報いたいという思いから始ま

り、当初は移住先国における文化・福祉・体育施設の整備

などが中心だった。その後、時代のニーズに合わせて、残

留日本人の国籍回復支援や、次世代の日系人リーダーを

育成する奨学金「日本財団日系スカラーシップ」などを展

開してきた。

■   若い世代の日系人を対象とした意識調査の実施
　日本人が初めて集団移民した明治元年から150年以

上が経過し、長い歴史を持つ北米や中南米の日系社会で

は世代交代が進んでいる。現地で生まれ育った若い日系

人は、日系社会、そして自身のルーツである日本を、初期

世代とは異なった視点で捉えている。時代のニーズに即

した事業を展開していくためには、今を生きる若い日系

人が何を求めているのか、日本とどのようにつながりたい

と思っているのかを理解しなければならない。そのため、

日本財団は2020年に全米日系人博物館（米国・ロサンゼ

ルス）と協力して、18歳から35歳までの若い世代の日系

人を対象とした意識調査「日本財団グローバル若手日系

人調査」を実施した。各国日系組織からは、「若い世代の

日系人は世代が進むにつれ現地化し、現地日系団体にも

所属しないなど、日系人としての意識が希薄化してきてい

るように感じる」との心配の声が挙がっていた。しかし、こ

の調査の結果、74％にのぼる若い世代の日系人が日系人

としての強い意識を持っており、79％は日本とのつなが

りを感じていることが明らかになった。さらには90％の若

い世代の日系人が国を超えた日系人とのつながりを求め

ていることもわかった。

次世代⽇系⼈との連携可能性検討事業

⼈材育成

情報発信

国を超えて⽇系⼈とつながりたいというニーズ

調査

オンライン
プラットフォーム構築

⽇本と居住国の
架け橋となる

次世代⽇系⼈の育成

2003〜

⽇系スカラーシップ ⽇本で学ぶ⽇系⼈を対象とした奨学⾦事業

2005〜

⽇系⼈の歴史保存、
情報発信ツール

ウェブサイト 
Discover Nikkei

2016~2018

ブラジルの⽇系コミュニティの
実態調査実態調査 グローバル

若⼿⽇系⼈意識調査
18〜35歳の次世代⽇系⼈の

意識調査

2020

改修

2021〜

世界中の⽇系⼈をつなぐ
プラットフォーム構築

⽇本財団スカラーシップ
アソシエーション 

ネ

ト
ワ

ク

構
築 ⽇系スカラー

（現役⽣・卒業⽣）の
意⾒の集約

ウェブサイトDiscover Nikkeiを改修し、
情報発信だけでなく、

双⽅向のコミュニケーションを可能とする
プラットフォームを構築

Q.あなたは日系人としてのアイデンティティーをどの程度感じますか？ Q.日本にどの程度つながりを感じていますか？
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　この調査結果は、日系人としての意識やアイデンティ

ティが希薄化するどころか、日系人のアイデンティティや

意識を強く継承し、日本とのつながりだけでなく、他国の

日系人やコミュニティと横のつながりを広げたいという

想いを抱いている若手日系人の姿を明らかにした。

■   調査の結果を受けた日本財団の取り組み
　この結果を受け、2021年度より日本財団として２つの

取り組みを開始、始動した。１つ目は、オンラインプラット

フォームの整備である。日本財団の助成により2005年

に開設したウェブサイト「Discover Nikkei＊i」では、世界

の日系団体の紹介、日系人の歴史・体験談など、日系に

関わる情報の発信を行っている。国を超えた日系人との

つながりを求めている若い世代のニーズに応えるため、

Discover Nikkeiのサイトのユーザー同士が交流できる

機能を追加し、オンライン上でつながれるプラットフォー

ムにするための改修を進めている。リニューアル完了は

2024年中を予定しており、このプラットフォームが開設

した暁には、次世代を担う日系人同士が日系社会のノウ

ハウを共有し、多様な日系人の間で世界規模の課題につ

いて協議されるようになることを期待している。

　２つ目の取り組みが、本書で報告する次世代日系人と

の連携の可能性を探る検討会の実施である。日系人とし

ての強い意識を持ち、日本とのつながりを強く感じている

若い日系人達は、「支援」の対象としてではなく、「連携」し

て共に活動を行うパートナーとして重要な存在であると

考えている。そんな彼らとどのように「連携」ができるのか

を考える場として、2023年４月より、次世代日系人との連

携の可能性について検討する検討会（以下、「次世代日系

人連携検討会」）を実施した。

　次世代日系人リーダー６名を検討会のメンバーとして

招き、アルベルト松本先生のファシリテーションのもと、

次世代日系人との連携可能性について議論してきた。立

場や所属、利害関係に捉われず、多様な視点から次世代

日系人との連携について意見を出し合う場となった。ま

た、本検討会の運営事務局は、長年幅広く日系事業を展

開してきた公益財団法人海外日系人協会に担っていただ

いた。

　本報告書は、検討会で話し合われた内容及び検討会の

各メンバーの方々が提案くださった具体的な取り組みを

共有したいと考え、作成した。現在、日系社会のために活

動をされている方々、これから若い日系人と何か活動を

始めたいと思っている方、そして、一人でも多くの“次世代

を担う若い日系人”のみなさまに届くことを願っている。

日本財団　次世代日系人連携検討会担当者一同

＊i ウェブサイト「Discover Nikkei」：https://discovernikkei.org/ja/

Q.世界中の日系人とどのようにつながりたいですか？（複数回答）
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　ララ物資とは、第二次世界大戦後困窮を極めた日本に

送られた救援物資のことで、アメリカの民間有志による

援助団体「アジア救援公認団体」が中心となり、食料・衣

料を中心に当時の金額にして400億円を超える物資が、

1946年～1952年の６年間に日本に送られた。ララとは、

この団体の英語名（Licensed Agencies for Relief in 

Asia）の頭文字LARAのことである。支援物資のうち約２

割、80億円相当の物資を日系人が集めたと言われる。米

国各国のみならず、カナダ、メキシコ、ブラジル、アルゼン

チン、ペルー、チリ等に日本救援のための日系人組織が誕

生し、各国の赤十字経由でララを通して救援活動が開始

された。

　こうした在留邦人・日系人の支援に対し、「在留邦人・

日系人の戦中戦後の労苦を慰め、同胞愛への謝恩を表

する」歓迎式典開催の声が国会議員から上がり、1957

年に、第１回目の海外日系人大会となる「海外日系人親

睦大会」が開催された。この大会を催すために組織された

「海外日系人団体連絡事務局」が、海外日系人協会の出

発点となる。1960年には第２回大会が開催され、海外日

系人大会の名称が使用された。

　以来、開催されてきた海外日系人大会は、日系社会の

歴史を映す鏡であるとも言える。過去の時代より参加者

数が減少した一方、参加国数は増加傾向にある。これは、

世代が進むにつれ、日系アイデンティティが希薄になって

いることと、日系社会の世界的な広がりの両面を反映し

ていると思われる。また、1962年の第３回大会から、「要

望書」が取りまとめられてきたが、その内容は、海外日系

人センター（仮称）の設立、移住促進、移住者への融資拡

充、高齢１世・２世への支援、在外被爆者の認知、フィリピ

ンや朝鮮の日系人に対する配慮、在外選挙の実現など、

その時々の日系社会の課題が見て取れる。2004年の第

45回大会からは、討議された内容は「要望書」とはせず、

「大会宣言」とした。この名称変更は、日系人はもはや日

本政府に対して移住政策の延長上にある支援を求める

存在ではなく、日本のパートナーであるべきという立場を

明確にしたものであると言える。さらに、2016年の第57

回大会からは、運営体制に大きな変化があり、日本語・英

語・ポルトガル語・スペイン語の４カ国語同時通訳を導入

した。これは、日本語だけ、もしくは参加者の一部のバイリ

ンガルによる手助けだけでは、大会での議論が成り立た

1． ララ物資から始まる海外日系人大会と海外日系人協会

横浜・みなとみらいにあるララ物資の碑

　世界には、北米・中南米をはじめとして、日本から移住
した日本人とその子孫が生活している。こうした日本に
ルーツを持つ人々を、国籍、混血を問わず「日系人」として
定義している。日本人集団移住のはじまりは、150年以上
前にサトウキビプランテーションの労働者としてハワイに
渡った日本人である。ハワイ移住を皮切りに、アメリカ本
土、カナダ、ペルー、ブラジル、ボリビア、アルゼンチン等、
北米・中南米各国、また、移住の経緯は異なるものの、フィ
リピン、インドネシア等、東南アジアにも多くの日本人が
移り住んでいった。日本人は、移住先国での慣れない農作

業・過酷な労働環境の中、懸命に働き、苦労しながらも、日
本人同士助け合いながら豊かな日系社会を形成し、現在
の地位を築いてきた。
　ハワイでは８世も誕生するなど、世界の日系社会は発展
を遂げてきたが、世代が進むにつれて、日本語・日本文化
への興味・関心が薄れ、日系人の日系社会離れも深刻にな
り、日系社会の結束が失われつつあることも事実である。
　本章では、現在の日系社会に至るまでの歴史的経緯と、
次世代日系人にまつわる現状と課題について触れたい。
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日本人移住150周年を記念してハワイで行われた
第59回海外日系人大会（2018年）

なくなったためである。

　このように、時代の変遷を経ながら、現在の海外日系

人大会は、世界各地に在住する日系人が日本で一堂に会

し、相互の親睦を深め、日系社会の課題や日系社会間あ

るいは日系社会と日本との協力の方途について考えるこ

とを目的として毎年実施されている。

　2023年には第63回海外日系人大会が開催され、「飛

躍するニッケイ社会へ－期待される新世代のイニシア

ティブ」のテーマのもと、在外邦人・日系人が多数参加し

た。討議では、コロナ禍を経て、新しいアイディアを活かし

たオンラインイベントの実施や、若い世代を取り込む日系

人グループの活躍など、ICTの知識に長けた若い日系人

リーダーの活躍が紹介されたが、一方で、在日日系人の

子弟教育問題や北米・中南米における１世、２世の高齢

者福祉が課題として挙げられ、移住先国および日本にお

ける子弟教育問題と高齢者問題といった共通の問題が

依然としてあることが浮き彫りとなった。

2.１アメリカ・ハワイ
　明治元年（1868年）、サトウキビプランテーションの労働

者として、「サイオト号」で153人の集団移住者がハワイへ

渡った。これがいわゆる「元年者」で、日本人の海外移住の

嚆矢となる。元年者は慣れない環境の中で過酷な労働を強

いられ、３年間の就労期間を終えた残りの元年者のうち、

約半数がアメリカ本土へ移り、10名ほどは日本へ帰り、そ

れ以外の者はハワイに残った。

　移民の送出はしばらく中断されていたが、1885年には

ハワイへの移住も再開され、新たな海外移住が始まった。

しかし日清戦争後の移民数の急増により、日本人差別と排

日運動が徐々に発生する。その結果、1904年、主要な受け

入れ各国において移民制限の措置が取られるようになり、

1908年には米国との間で移民自主規制のための日米紳士

協定の締結に至り、集団移住の時代は終わる。 

　1941年、日本軍による真珠湾攻撃が行われ、太平洋戦

争が始まった。やがてハワイの日本人の一部と、アメリカ本

土の日本人は、アメリカ生まれの２世も含め、強制収容所

への移動を余儀なくされた。戦中の1943年から、日系２世

の志願兵によって442部隊が編成され、彼らはヨーロッパ

戦線で勇猛に戦い、442部隊はアメリカ戦史上、もっとも多

くの勲章を受章したが、同時に多くの死傷者を出した。

　戦後は日系社会の指導的役割を果たしてきた１世が退

いて２世が中心の社会となり、さらに３世の影響力も強く

なってきた。さらに現地社会に同化が進むにつれて、政治、

経済、文化などさまざまな分野で活躍する日系人が出てき

た。1959年には、元442部隊の日系２世、ダニエル・K・イノ

ウエ氏が日系人初の連邦下院議員となり、1963年から50

年近く上院議員として在任し、日米友好に多大な貢献をし

た。その後、日系３世の社会活動家や、ダニエル・K・イノウ

エ氏、同じく日系アメリカ人議員である２世のスパーク・マ

ツナガ氏らが、戦時中の強制収容に対する謝罪と補償を求

め尽力し、1988年に「市民の自由法（日系アメリカ人補償

法）」が成立した。1990年よりかつての収容者一人につき

２万ドルの補償金と大統領署名入りの謝罪の手紙が送ら

れた。

　近年の日系社会の現状は、日系人高齢者の割合が多く

なるとともに、日系高齢者福祉施設の充実等、高齢者の

課題に長年取り組んできたが、ロサンゼルスで、日系社会

2．日本人の海外移住の歴史と次世代日系人の現状
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2.2　南米
2.2.1ペルー
　南米における日本人の集団移住は、ペルーから開始さ

れた。1873年に日本とペルーが外交関係を樹立した後、

1899年に移民船佐倉丸が契約移民（サトウキビ耕地の

契約労働者）790人を乗せ、ペルーのカリャオ港に到着し

た。その後、サトウキビ耕地で働き、のちに綿花栽培にも

従事するようになった。この時代は多くの日本人移民がマ

ラリアや風土病で亡くなっている。過酷な労働環境から、

ボリビアに転住する移住者もいた。

　第一次世界大戦から第二次世界大戦にかけて、多くの

日本人がリマやカリャオに移り住み、散髪屋やレストラン

などの商売を始めた。1913年には「日本人協会」も設立さ

れている。日本への帰国を前提とし、移住者子弟の教育を

目的とした学校も設立された。

　1930年以降、徐々に排日の機運が高まった。日系移民

に対する排斥の動きは、1932年に公布された雇用労働者

の８割をペルー人にしなければならないという法律に始

まり、1941年の太平洋戦争の開始とともにピークに達す

る。ペルー政府は日本人と団体の経済活動を法的に制限

し、日本人移民の財産没収・日本語学校の没収も行われ

た。ペルー日系人の指導的地位にあった人の中には、逮捕

され、アメリカの強制収容所へ送られた者も多数いた。

　1947年には日本人団体は活動を再開し、日本語学校

も新たに設立された。1950年代に入ると、日系ペルーコ

ミュニティで経済が活発化し、回復していった。そして

1990年には、ペルーに初の日系人大統領、日系２世のア

ルベルト・フジモリ氏が登場した。2005年には、日本人ペ

ルー移住100周年を記念して、日本政府や日本財団の支

援により、日秘百周年記念病院が建設された。この病院で

は、日本で研修・留学経験のある日系人医師も活躍してお

り、ペルーの医療と福祉に貢献している。また、ペルー日

本人移住100周年などの周年行事の際は皇族が訪れる

など、ペルー日系人協会（APJ）を中心にペルー日系社会

は確固たる地位を築いている。

ハワイ日本文化センターの展示

ペルー日系人協会（APJ）

が築いてきた財産である日系高齢者施設の売却などと

いった問題が起こってしまったように、世代が進むととも

にその取り組みにも変化が生じている。

　一方で、ロサンゼルスでは1934年から二世週日本祭

「二世・ウィーク」が開催されており、芸術と文化を通じて

日系人のレガシーを継承している。また、日系アメリカ人

の経験を共有することによって、アメリカの民族的および

文化的多様性への理解と認識を深めていくことを使命と

し、1992年に「全米日系人博物館」が開館された。さらに、

ホノルルにある日系人の歴史博物館「ハワイ日本文化セン

ター」には、「犠牲、義理、名誉、恥（と）誇り、責任、忠義、感

謝、仕方がない、頑張り、我慢、恩、孝行」といった、ハワイ

の日系人が大事にしている価値観が展示されている。
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移民船・笠戸丸（JICA横浜 海外移住資料館）

2.2.2ブラジル
　20世紀初頭、北米方面への移住が制限される中、ブラ

ジルでは、南部地方のコーヒー栽培及び奥地開発並びに

都市近郊農業の発展により、農業労働者の需要が高まっ

ていた。一方、日本の情勢は、人口過剰と不景気により農

村部を中心に不況が続き、さらに関東大震災、世界恐慌

により、失業者が続出していた。

　そのような国状のもと、1908年に契約移民781人を乗

せた笠戸丸がブラジルのサントス港に入港し、ブラジルへ

の移住が開始された。この時点から、移住先の中心が北

米から南米に転換した。日本移民は同じ土地に入り開拓

を始め、日本人集団地が形成されていった。こうした植民

地には、親睦と互助を目的とした日本人会が組織された。

また日本帰国を見据え、学校を各地に設置し、子弟教育

に力を入れた。

　戦後は、過剰人口と食糧問題対策の一環として海外移

住が推進された。移住振興の結果、移住先国をブラジル、

パラグアイ、ボリビア、アルゼンチン、ドミニカと拡大し、

移住者数も1956～1961年にピークを迎えている。うち

ブラジルへの移住は全体の80％を占めたが、日本経済の

高度成長により、1962年頃から海外移住者は減少の一

途をたどっていった。

　1955年にはブラジル日本文化福祉協会の前身となる

サンパウロ日本文化協会が設立され、現在もブラジル日

系団体の中核をなす組織として発展している。また、１世

の互助組織として始まり、会員間の福利厚生、医療、福

祉関連の活動を主とした日系社会福祉団体も存在する。

1959年には日本移民援護協会（サンパウロ日伯援護協

会）が創立され、医療施設や巡回診療、高齢者養護施設、

児童福祉センター等を運営している。その他、都道府県人

会や、スポーツ施設・日本語学校を擁する各地域の日本

人会なども多数存在している。

　しかし、各地域の日本人会をはじめとした日系団体は、

若い世代の日系社会離れによる日系人会員の減少と後

継者不足に悩んでいる。価値観が多様化してきたことか

ら、若い世代は日本語・日本文化・日本的価値観に魅力を

感じず活動に参加しない者も増え、また、旧世代と若い

世代の間の価値観の相違から、日系団体の世代交代は必

ずしもうまくいっていない。婦人会メンバー、日系日本語

学校教師、役員などの日系団体のアクティブメンバーは

高齢化しており、ボランティアメンバーの数も減少してい

る。日系団体存続のための財源となる日系人会の会費は

会員数の減少に伴い少なくなったことに加え、パンデミッ

クの影響により、日系団体の「会館」やスポーツ施設を貸

し出すことで得ていた収入、日本食のイベントで得ていた

収入、日本語学校での収入など軒並み激減した。ここ数年

で日本人会はその存続にかかわる大きな痛手を負ったと

いえる。

　若手日系人が日系団体から離れて行く一方で、日本伝

統文化や日本食、アニメなどのポップカルチャーを通じ

て日本に大きな関心を持っている非日系人は増加してお

り、日系団体のイベントに積極的に参加するなど、日系団

体の存続に欠かせないアクティブメンバーとなっている。

このような非日系人を、旧来の考えにとらわれず、団体の

運営や活動にどのように取り込んでいくかが課題となっ

ている。

　移住先国に定着していった移住者・日系人は、自身の

ルーツに誇りを持ちながら移住先国で真面目に働き、

子弟の教育に投資してきた結果、「ジャポネース・ガラン

チード（信頼される日本人）」との評価を得、現在の高い地

位を築くに至った。祖先の持ち込んだ勤勉さは日系人の

持つ価値となり、日系人のレガシーとして子孫に受け継

がれていったが、４世、５世と世代が進むごとに、日本語や

日本文化への興味、関心が薄れていくことが危惧されて

いる。

　一方で、近年はこうした価値を見直し、継承を促そう
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という機運が高まりつつあり、ブラジルでは「ジェネレー

ション・プロジェクト」として、日系人の８つの価値（協同・

感謝・親切・尊敬・責任感・学習・誠実さ・忍耐）を伝える動

きも始まっている。このような動きをはじめ、日系社会の

活動をけん引する若いリーダーを今後さらに増やし、どう

育てていくかが、現在の日系社会の課題となっている。

2.3フィリピン
　明治以降のフィリピンの日本人移住は、1903年ルソ

ン島バギオでベンゲット道路を建設するため渡航が始ま

り、さらに、ミンダナオ島ダバオにアバカ麻栽培に従事す

るため日本人移民が多数フィリピンに入植した。1918年

にはダバオに「ダバオ日本人会」が設立され、２年後には

会員数3,644人に達した。アバカ産業の太田興業株式会

社と古川拓殖株式会社が設立され、昭和初期には２万人

に達する日系人が居住していた。ミンダナオ島には小中

学校も多数設立され、大きく発展していたが、第二次世

界大戦の勃発により、日本軍がフィリピンに進軍してくる

と、否応なく戦争にまきこまれ、在留邦人は戦争協力を

余儀なくされた。終戦後、日本人移住者の多くは帰国した

が、フィリピン人の妻とその子供の多くはフィリピンに残

された。フィリピンにおける対日感情の悪化から、日本人

の子は長い間自身が日本人であることを隠して暮らさな

ければならなかった。戦争により現地に残された日本人

の子は、日本国籍の回復を訴えている。こうした日本人の

子の高齢化が進む中、現在もフィリピン日系人リーガル

サポートセンターが中心となり、就籍活動が行われてい

る。この活動には日本財団も長く支援を行ってきた。

　1972年にはバギオ市に北部ルソン日比友好協会が

設立され、1980年には、フィリピン日系人会（ダバオ）が

発足した。1982年からはフィリピン日系人が海外日系人

大会に初参加し、フィリピン日系社会の存在感を示した。

当時の北中南米の状況と比べ、直接的に戦争の影響を

受けたフィリピン日系社会の復活は遅れており、当時の

日系人たちの願いは、資金も施設もないが、日本語・日本

文化を何かの形でわが子たちに伝えたい、といったこと

であった。

　現在はフィリピン日系人会連合会を中心とした日系人

組織がフィリピン各地に多数存在し、1992年から幼稚園

ミンダナオ国際大学

を、のちに高校までの日系学校を開校、さらに日系人系の

大学である「ミンダナオ国際大学」が2002年に設立され、

多くの日系人やフィリピン人が日本語・日本文化を学んで

いる。2020年には、フィリピンにおける日本人移住と日系

人の歴史を伝える日本フィリピン歴史資料館がダバオに

リニューアルオープンした。今後もさらに日系社会が団結

し、日系人の歴史や日本語、日本文化の継承・普及を進め

ていくことが期待されている。

3．入管法改正後の動き
　1990年に出入国管理及び難民認定法（入管法）が改

正され、日系３世までの日系人が、就労活動に制限のない

「定住者」として日本査証を取得できることとなり、中南

米諸国の経済悪化と日本経済の高度成長に伴う人材不

足から、ブラジル・ペルーを中心とした多数の日系人が就

労のため来日し、日本へのデカセギブームとなった。日本

政府は子弟教育など受け入れ態勢が不十分なまま受け

入れ、日本語や日本の習慣がわからないまま多くの日系

人が来日することとなった。

　就労目的で来日した日系人は、当初は短期間の滞在を

予定していたため年金に加入していなかったり、派遣会

社等が自社の利益のため社会保険に加入させないなどと

いった搾取の問題が起こった。また、日本語力の不足や日

本文化・習慣の知識不足から日本社会になじめない者も

多く出た。

　子弟の教育においても、外国籍児童生徒は就学義務が

なく、また、日本語力の不足、日本の習慣への不適応、いじ

め、親の進学・就学に関する理解の不足、言語の問題や多
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忙による親子間のコミュニケーション困難などから生じ

る不登校・不就学や非行が大きな問題となった。こうした

問題に対処するため、各地でポルトガル語やスペイン語

で相談を受け付ける相談窓口が開設されたり、国や自治

体、非営利団体等による日本語等教育支援、公教育にお

ける国際教室や日本語教室の設置・教員の加配など、各

方面からの支援が徐々に拡充していった。

　そうした「デカセギ」現象から30年経ち、日系人の日本

定住化が進み、不動産を購入したり、起業したりする日系

人も多くなってきた。日本生まれの第２世代・第３世代も

誕生し、高校・大学進学率も徐々に高くなってきており、

医師国家試験や司法試験に合格する者や大学院を出て

研究者になる者も出てきた。そのような中、在日日系人の

抱える問題も、日系子弟の教育や文化不適応などから、

昨今では日系子弟への継承語問題、アイデンティティの

問題、高齢化に伴う福祉問題なども加わり、複雑化・多様

化してきている。日本生まれであっても、「自分は何人なの

か」「なぜ自分は日本にいるのか」といった自身のアイデン

ティティに悩む在日日系子弟は依然として多く、自身を肯

定できず自尊感情が育まれないために、心の健全な育成

を阻害し、不登校・不就学などの問題を引き起こす一因と

なっている。

　定住化が進んだ一方で、日系人は依然として短期契約

を更新する形の派遣・請負等といった不安定な雇用状況

にあり、2008年のリーマンショックの例のように、経済危

機が訪れたときに真っ先に雇用の調整弁となり解雇され

てしまう脆弱な立場にある者も依然として多い。さらに、

年金未加入による高齢者の困窮や、母語で介護を受けら

れる施設の数が少ないことなど、多くの課題がある。

　また、2008年のリーマンショック等の事情により、家族

とともに帰国を余儀なくされた日系子弟は、日本語はよく

できるが親の母国語が十分に理解できなかったり、逆カ

ルチャーショックを受けるなど、親の母国になじめないと

いったことが起こり、日本への帰国を希望している者もい

るが、成人した日系４世の場合は定住者査証を取得する

ことが難しい。しかし、このようなマルチリンガル・マルチ

カルチャーな背景を持つ日系人が、日本もしくはそれぞ

れの在住国で、架け橋人材として活躍できる場を提供し、

人材の育成を進めていくことは、自己の肯定につながると

ともに、日本や在住国、日系社会にとって大きなメリット

となるだろう。

　世代が進むごとに、定住者として来日が可能な日系３

世も減少していくため、今後の人的交流の減少が予見さ

れる。2018年７月から開始された「日系４世の更なる受

入制度」、いわゆる４世ビザ（特定活動）は、日本語能力の

要件や、家族帯同不可、年齢制限があることなどの条件

があることから、申請者が少ないことが問題となっている

が、そのような現状に鑑み2023年12月に一部要件が緩

和されたため、今後の動きに注視したい。

４．日系人に関する日本政府の方針
　外務省は1953年に移民課を、1955年に移住局を設置

し、同年、海外移住促進のため「海外移住審議会」を設置

した。以降、日本の日系社会に対する政策は審議会の答

申・意見に基づき行われてきた。

　1962年の海外移住審議会答申では、日本の海外移住

及び移住政策に関する基本的な考え方が示された。海外

移住政策の基礎理念は「直接、間接に国民の具有する潜

在的能力をフロンティアにおいて開発し、その結果相手

国への開発協力と世界の福祉に対する貢献となって、日

本及び日本人の国際的声価を高めることにならなければ

ならない」とされ、移住者のための知識普及、指導援助、

移住者の保護といった施策が挙げられた。

　1993年の海外移住審議会意見では、２～４世が日系

社会の中核を構成するに至り、各国の経済及び社会の発

展に積極的な貢献を行っていることに触れ、日本と居住

国の二国間関係において大きな役割を果たしていること

を評価し、日系人の存在は日本と居住国との外交基盤の

強化拡充に貢献するという考えを示した。移住者援護施

策については、国の政策として送り出した中南米移住者

を援護すべき立場であるから、移住者本人と密接な生活

関係にある３世までを移住事業の対象とすることが必要

かつ適切と述べられている。さらに、中南米諸国への移住

者が減少していることから、移住を鼓舞・推奨するような

援護施策の見直しを行い、移住者の生活基盤の安定化、

高齢化に伴う福祉対策の拡充、日系人本邦就労者問題等

の施策の推進が挙げられ、日系人に対する施策について

は、日本の理解者の育成、JICA等を通じた専門的知識の
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付与、日系人専門家の第三国派遣等の日系人との協力が

挙げられている。

　2000年の海外移住審議会意見では、海外日系人は居

住国及び日本の双方をよく理解しうる立場にあり、わが

国と居住国との「懸け橋」となりうる存在であるという基

本理念が示されている。さらに、日本と海外日系人社会の

関係は先方の必要に応える互恵的な協力関係であるべ

きであり、「支援」から「協力」へとする意識が重要である、

としている。具体的対応策として、移住者支援は高齢移住

者福祉、移住地施設等整備、移住の歴史の正確な評価と

資料の記録・保存、移住資料室を整備し情報発信するこ

となどが挙げられ、海外日系人社会との関係維持・促進

の支援として、日本語教育、文化交流、人的交流の促進、

開発・経済・技術分野での協力など、さらに日系人の本邦

就労者への支援が挙げられた。

　2014年、安倍総理が中南米を歴訪し、サンパウロにお

いて、日系人が築いてきた信頼が中南米における日本に

対する信頼の礎であり、今後もその信頼を継承し発展さ

せると述べた。さらに、中南米日系社会の若いリーダーと

の絆の強化、日系人が誇りを持てる日本を作る取り組み

を通じた絆の強化を挙げ、研修・留学・招へいプログラム

の充実、日本語教育の普及支援、日系社会次世代育成研

修の増員、日系社会ボランティアの増員等、日系社会に対

し積極的な支援を表明した。

　2017年には「中南米日系社会との連携に関する有識

者懇談会」が設けられ、前述の安倍総理の方針を受け、中

南米日系社会と日本の連携強化が重要であること、新世

代の日系人が自らのルーツや日本への関心を持ち、中南

米で日系社会が獲得してきた信頼感を担っていくよう手

を携え、日系社会が展開する事業・行事と連携することを

通じ、共に中南米各国社会に訴求し、日本を発信すること

を目指し、日本と中南米が共に発展することに貢献する

こと、日本の様々な主体が中南米日系社会と多層的な関

係を織りなしネットワーク化する取り組みを推し進める、

といった基本理念が述べられ、これが現在の施策につな

がっている。

　これまでは日本側が資金を提供する支援事業が中心で

あり、また、国策で多くの移住者を送り出した中南米を意

識した政策が多かったが、ヨーロッパ、東南アジアなど、

中南米にとどまらず日系人は世界各国に広がりを見せて

いる。今後は、幅広い地域の日系社会を対象に、現状と課

題を知り、何が求められているのかを探るための実態調

査・研究が必要となってくるだろう。

　従来のように、日本側が資金を一方的に提供するので

はなく、世界に広がる日系社会と、対等なパートナーとし

て連携を進めていくための施策が今後求められる。

公益財団法人　海外日系人協会

参考文献
全米日系人博物館企画　アケミ・キクムラ・ヤノ編　

「アメリカ大陸日系人百科事典」　明石書店

岡野護　「年表移住150年史」　風響社

公益財団法人海外日系人協会編　「海外日系人大会

60年の歩み」

公益財団法人海外日系人協会編　「海外日系人」　14

号・27号

公益財団法人海外日系人協会編　「海外日系人大会

報告書」

「我が国の海外移住の歴史と日系社会の現状」　日系

社会ボランティア研修資料
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■   本検討会事業の背景
　日本人の海外への移住は、1868 年のハワイから始ま

り、現在最も多くの日系人を有する北米・中南米において

は、120年を超える移住の歴史がある。移住の時期や背

景、居住国は多岐にわたっており、現在も日本にルーツを

もつ人々が世界中に住んでいる。しかしながら、世代が下

るにつれて、日系人の属性は多様化し、もはや固定化した

「日系人像」を描くことは難しくなってきている。また、か

つて日系人は日系団体に属し、日系コミュニティの中で暮

らす人々が多かったが、現在、特に若い世代は日系団体に

属さない人も多くなってきている。初期移住者の方々が経

験した困難は計り知れず、日本政府や民間団体は、その

苦労に報い、移住先での生活が安定したものになるよう、

様々な協力を行ってきた。今後も、進む高齢化などに対応

し、引き続きこのような協力は必要だと認識している。

　一方、日系コミュニティに属していない若い世代も、日

本にとって重要なパートナーとなりうることは間違いな

い。日本と日系社会の関係が「支援から連携へ」発展する

ことを目指し、日本政府や民間団体は、様々な取り組みを

展開してきた。日本で学ぶ日系人への奨学金事業や招へ

い事業、若手日系人の動向を調べる調査、若手日系人の

国際会議などが具体的な取り組みとして挙げられる。

■   日本政府や民間団体による取り組み
　日系に関する取り組みを展開する日本政府や民間団体

の主な活動を紹介する。また、この他にも、各国の日系文

化協会・文化体育協会、日系人学校・日本語学校、日系新

聞、若手日系人の運営するNPO等も、日系社会の発展に

寄与する重要なアクターとして取り組みを展開してきて

いる。

1．日本政府
（1）外務省

　外務省は1953年に移民課を、1955年に移住局を設置

し、同年、海外移住促進のため「海外移住審議会」を設置

した。以降、日本の日系社会に対する政策は審議会の答

申・意見に基づき行われてきた。

　中南米の日系人との連携強化を図るため、2023年に

は中南米課内に「中南米日系社会連携推進室（以下、推

進室）」が設置された。推進室設置の目的は、「中南米地域

の日系社会との連携を一層強化するための政策の立案・

実施」及び「中南米地域における日系社会支援の積極的

な実施」である。具体的には、次世代を担う若手の日系人

の日本招へいや、現地の日本文化事業、日系社会のネット

ワーク作り等の支援を行っていまる。また、JICA等と連携

して、現地の日系人団体の活動、施設等に対する各種支

援も行っている。

（2）農林水産省
　農林水産省では、2011年より「中南米日系農業者等と

の連携交流・ビジネス創出委託事業」を実施している。こ

の事業は、中南米諸国で農業・食産業に携わる日系人及

びその関連組織・関係者・関係機関等と日本の連携・交流

を推進・強化することを目的としている。さらには、日本の

食産業の中南米展開も推進し、海外需要の獲得も目指し

たものとなっている。

2．県人会、都道府県
（1）県人会

　各国に県人会が存在しており、日本の都道府県との交

流などが行われている。例えば、ブラジルには都道府県人

会連合会という組織があり、世界最大の日本祭り（約200

万人が参加）の企画・運営を行っている。

（2）都道府県
　各国の県人会と連携し、日系の方々との交流活動を

行っている。例えば沖縄県は、1990年から、５年ごとに

「世界のウチナーンチュ大会」を実施してきている。本大

会は、沖縄にルーツを持つ世界各地の県系人の功績を称

えるとともに、沖縄県民との交流を通してウチナーネット

ワークを拡大・発展させること、さらに母県である沖縄に

集い、そのルーツやアイデンティティを確認し、次世代へ

継承していくことを目的とした取り組みである。

3．独立行政法人国際協力機構（JICA）
　国際協力機構は、前身である海外移住事業団の活動を
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引き継ぎ、戦後、国の政策により主に中南米へ移住した

方々に対して、移住先国での定着と生活の安定を図るた

めの支援を行ってきた。現在は、日系社会の成熟や世代

交代が進んだことによる課題に対応するため、主に高齢

者福祉や人材育成を中心とした移住者支援に取り組んで

いる。

　また、様々な分野で活躍する移住者・日系人と日本の絆

を強固なものとするため、JICAでは日系社会との連携に

向けた取り組みを強化している。具体的には、「日系社会

リーダー育成事業」、「日系社会研修」、「日系社会次世代

育成研修」などの日本への招へい・人材育成事業を実施

している。

3．公益財団法人海外日系人協会
　今回の次世代日系人との連携可能性検討事業の事務

局でもある海外日系人協会は、長年、日系に関わる事業を

展開してきた団体である。

　具体的には、海外日系人との親善交流（日系人大会の

開催等）、各種日系研修員・留学生の受け入れ（JICA、日

本財団から受託）、海外日系人・移住者の支援（海外協力

隊派遣等）、日本国内の日系人に関する情報集約・発信、

日本語教育、海外移住資料館（横浜）の運営、日系人に関

する調査・研究等、多岐にわたる活動を行っている。

4．各種調査
　日系社会の実態を把握するため、近年実施された調査

について、実施年順に紹介する。

（1） 多文化社会ブラジルにおける日系社会の
実態調査（サンパウロ人文科学研究所）

https://nw.org.br/report/?fbclid=IwAR3cQ5v0-

kmh846gK_FK8vPHkb78sl6Y1UxIOex54oHnjptX

VcJ7RoMV5OI

　この調査は、日本財団の助成金を用いて、サンパウロ人

文科学研究所が実施したものである。ブラジルの日系コ

ミュニティが、多様化するブラジル社会の中でどのような

役割を果たし、影響を及ぼしているのかを明らかにし、日

系社会全体の姿を具体的に可視化することを目的に実施

された。

　「カイカン（会館）」としてブラジル社会の中で親しまれ

ている、文化協会・文化体育協会・日伯協会等の団体の実

態調査を行い、これらの団体が「地域における日系人のイ

メージづくりの仲介役」となり、ブラジル社会における日

系人の信用が確固たるものとして築かれてきたことが明

らかになった。ブラジル社会の人々は、「カイカン」の活動

の中で、日系人達の協力体制、効率の良さ、計画性、規律

の良さ、誠実さ等を目の当たりにし、高く評価してきたこ

とがわかった。都市部の３世世代の比較的若い日系人達

が、こういった評価を自分達の「価値」として捉え、それを

ブラジル社会の中でどう生かしていくか、ビジネスの場面

でどう役立てるかなどを討議していることも明らかにして

いる。本調査の結果により、「日系社会が消えていく」と心

配する声が挙がる中、日本的精神は確実に受け継がれて

おり、日系人自身が日系人としての価値を残そうと努力す

る動きがあることが示された。

（2） 日本財団グローバル若手日系人調査（日本
財団、全米日系人博物館）

https://www.nippon-foundation.or.jp/who/news/

pr/2020/20200831-48496.html

　本報告書の「はじめに」でも言及した通り、日本財団は

2020年に18歳から35歳までの若い世代の日系人を対象

とした意識調査を実施した。世界規模での日系人に関す

る意識調査はこの調査が初めてである。

　日系人としての意識やアイデンティティが希薄化して

いると思われていた若い世代の日系人が、実際は日系人

としてのアイデンティティや意識を強く継承し、日本との

つながりだけでなく、他国の日系人やコミュニティと横の

つながりを広げたいという想いを抱いていることを明ら

かにした。

（3）中南米日系社会実相調査（外務省）
h t t p s : / / w w w . m o f a . go . j p / m o f a j / l a _ c / s a /

page22_004077.html

　外務省中南米局は、世代交代等による変化を経つつ

ある中南米諸国の日系社会の実相を把握するとともに、

その結果を対中南米日系社会施策の検討に際して参考
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にすることを目的とし、「中南米日系社会実相調査」を実

施している。次世代日系人の現況や社会的活動、日本へ

の期待・感情等を把握することを目的とした意識調査と

なっている。2024年３月現在、最新の調査は2022年度の

ものとなっている。

　この調査でも、世代を経ても日系人としての誇りを持

ち、日本への関心・興味・憧れを持つ人が多いことが明ら

かにされている。2022年度の調査の「まとめと考察」で

は、多様化する日系人への新たな認識の必要性、国ごと

の背景・状況の違いと共通性、各国の日系団体の存在意

義や活動の効果等について述べられている。調査の結果

を踏まえ、今後の施策の案も提示されている。

本検討会事業実施に至る問題意識
　これらの様々な取り組みや調査は、今日の日系人の姿

や日系社会の現状を映し出すことに寄与してきた。若い

世代の日系人達も、日系人としての誇りを持っており、

日系人としての価値を引き継いでいくためにすでにアク

ションを起こし始めている人々がいること、他の日系人

達とつながることを求めていることが明らかになった中、

我々はそういった思いを持つ次世代日系人との連携につ

いて、改めて考える必要があると考えた。

　次世代日系人との連携を考えるにあたり、従来の取り

組みにおける課題を３点提起したいと思う。

1． 対象者、実施者、事業手法のアップデートが
されていないこと

　日本から日系社会へアクセスする際、その窓口は、今も

昔も歴史ある日系団体がほとんどである。しかし、これら

の団体に属さない若い日系人が増えてきていることを考

えると、必ずしもこれらの団体が「日系社会」を代弁して

いるとは言えないのではないだろうか。声を拾い上げるど

ころか、その存在すら把握できていない次世代日系人が

多く存在していると推定される。

　また、事業手法に関しても、様々な連携への取り組みが

試みられているものの、現実的には「日本から日系社会へ

の支援」の構図から脱することができていない現状があ

る。また、会議において有益な議論がなされたとしても、

それをその次のアクションにつなげることは難しく、どう

しても一過性のものになってしまっているように思う。

2．日系人、日本ルーツの人々の活用不足
　日本人は移住先でも真面目で勤勉に働き、現地社会で

も多くの場合において一目置かれる存在となってきた。一

方で日本のプレゼンスは、1980 年代頃までの経済成長期

に比べて徐々に下降傾向にあることは否めない。世界に散

らばる日系人の存在は、日本の強い味方であるはずであ

るにも関わらず、十分にその人々の能力を活用できている

とは言い難い状態である。奨学金や招へい事業で多くの

日系人リーダーが育ってきており、その人財やネットワー

クはもっと効果的に活用できるのではないだろうか。 

3．各セクターの連携不足 

　日本から日系社会にアプローチしようと活動するセク

ターは比較的限られており、情報共有を深めることによっ

て、相乗効果によりさらに効果的な連携を実現することも

できるはずである。しかし、実際現状としては、それぞれが

独自に取り組みを行っており、その知見を共有することが

できていない。

本検討会事業の目的
 　以上の課題を鑑み、次世代日系人を中心とした連携の

取り組みは可能であるのか、改めて検証することが本検

討会事業の目的である。今回の検討会の実施は、以下の

４点において特徴的であると言える。 

（1）  従来の支援事業の手法に捉われず、持続可能な連携

の取り組みについて検討すること。 

（2）  連携が可能であるとの前提に立つのではなく、その

連携が本当に可能なのか、具体的なプレーヤー、対

象者、手法を含めて議論すること。 

（3）  既存の所属団体の枠にとらわれることなく、これまで

声を挙げる機会がなかったが何か活動したいと思っ

ている次世代日系人がいれば積極的に活用すること。 

（4）  単体の事業実施者で完結するものではなく、セク

ター間の連携を取り入れたものに すること。そのた

めに、検討の段階から多様なセクターを巻き込み、検
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討結果は第 63 回海外日系人大会で広く共有するこ

と。 

　今回の検討会は、次世代日系人との連携可能性につい

て、立場や所属、利害関係に捉われず、多様な視点から次

世代日系人との連携について議論する場を提供すること

を目指し、スタートした事業であることを強調したいと思

う。

参考資料
外務省ホームページ、報道発表「「中南米日系社会連携

推進室」の設置」https://www.mofa.go.jp/mofaj/

press/release/press3_001046.html

外務省ホームページ、パンフレット・リーフレット「日

本と中南米をつなぐ日系人」https://www.mofa.

go.jp/mofaj/press/pr/pub/pamph/japan_

latinamerica.html

一般社団法人日本ブラジル中央協会ホームページ、伯

学コラム「フェスチヴァル・ド・ジャポン（日本祭り）のこ

と」　https://nipo-brasil.org/archives/12768/

JICA公式ホームページ「JICAの移住者支援事業、

日系社会との連携事業」https://www.jica.go.jp/

overseas/america/support.html

農林水産省ホームページ「中南米日系農業者等との連

携交流・ビジネス創出委託事業」https://nikkeiagri.

jp/index.html　
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１．日本社会へ連携の提案
　日本人海外移住の歴史は100年以上になる。しかし、こ

うした事実は日本社会においてあまり知られてない。まず

日本の教育現場をはじめ、社会全体でもっと海外移住の

歴史を知ってもらうことが必要であろう。学校教育の教

科書への記載を拡充し、日本も過去には非常に貧しい状

況にあったことで、多くの人が、北米、アジア、中南米に移

住したことをもっと一般の方々にも周知し、その子孫の一

部が日本にいる経緯を紹介しなくてはならない。

　また、毎年JICAの日系社会次世代育成研修プログラム

で日系の中学生、高校生、大学生が来日しているが、その

事業の中で日本の同世代の若者と交流する機会がある。

他方では、横浜国立大学の藤掛先生の研究室のように日

本の大学や大学院にも中南米との交流や留学に積極的

な学部や研究室もある。両国の理解促進のために、JICA

や日本財団、海外日系人協会など関係団体が連携し、既

存の奨学金事業や研修事業を見直し、日本人との交流の

機会を増やすとともに、積極的な活動を行っている団体

に対して間接的又は部分的サポートがより必要である。

　日本在住の日系子弟の本国訪問サポートも一つの事

業として注目できる。多くの在日日系子弟は親の国を知

らない。または偏った情報や過去の経験からマイナスイ

メージしか持っていないことも多い。JICAが中南米の日

系高校生などを日本に招聘しているように、一例として日

本財団などの組織、団体が高校に在籍している日系ブラ

ジル人やペルー人の若者を中南米に派遣し、「ルーツ再

発見」プログラムを実施することも良いかもしれない。各

地の日系社会には移住資料館があるため、資料館見学や

日系人との交流を通して、親や祖父母の歴史を現地で認

識してもらい、自分たちのルーツと日本での役割を自覚し

てもらう。

　さらに、日本在住の在日子弟の高校や大学への進学サ

ポートの連携も必要である。すでに地方自治体やNPO法

人が様々なプログラムを実施しているが、多くの場合、不

安定な家庭環境にあり、その親への情報提供や専門家に

よる助言が必要となっている。日本の教育制度や進学に

ついて多言語のパンフレットやガイドブックを提供する

だけでは問題解決になっていないのが実情である。また、

親の都合ややむを得ない事情で本国に戻ることになる

と、本検討会でも何回か指摘された複雑な状況（セミリン

ガルやスキル取得を容易にしない中途半端な教育水準、

劣等感の助長等）が本国でも継続してしまっている。今後

もこのような状況にある日系子弟への支援を日系団体と

連携して検討する必要があろう。

　それから、日本国内の日系人の老後と介護も今後の課

題の一つである。90年代に来日した就労者たちは年齢的

にも50代半ばから後半になってきている。国内では既に

「年金」や「介護（予防）」のセミナーやワークショップが

開催されており、関心が高まっている。

２．中南米及び海外日系社会との連携の提案
　各地の日系団体では「若者がよりつかない、資金が足り

ない、日本文化や日本語の継承ができない」などの課題が

よく挙げられるが、まず日系団体の幹部が実態や経営状

況を直視し、地元社会の他の団体や施設との協働の可能

性を考えることが必要である。日系社会では近年非日系

人の活躍が顕著であり、こうした有能な人材をもっと活

用することも重要であり、日系社会の活性化につながる。

　また、JICAの元研修員や留学（日本財団日系スカラー

シップ事業や国費奨学金制度など）経験のある日系人及

び非日系人とのネットワーク強化を図ることも重要であ

る。次第に「日系人のみ、日系人だけで」という意義も薄く

なるので、イベントや事業が排他的にならないよう配慮し

つつ、ブラジル、ペルー、メキシコ、アルゼンチンという主

要国の日系社会だけではなく、小規模の日系社会ももっ

と参加できるように工夫する必要がある。

　例えば、キューバは小規模の日系社会であり、海外への

渡航が非常に難しい国であるが、JICAの日系社会研修事

業への参加者が増えてきている。数名ずつ、メキシコや周

辺諸国で会合ができる仕組みを考え、他の南米から若手

リーダー等を招いたり、隣国（カリブ海）のドミニカ共和

国の日系人と交流をすることも考えられる。

　また、隔年COPANI（パンアメリカン日系人大会）が実

施されているが、大会実施に合わせて若者や次世代の

メンバーがもっと参加できるように支援することも視野

に入れても良いし、若者の事業に日本から彼らが求める

アーティストやリーダー的な人を派遣することも非常に

喜ばれる。
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　今後の中南米及び日系社会との連携において、日系社

会のプロジェクトもしくは日系人が関わっている現地グ

ループ（NGOやサークル、活動）へのサポート、特に現地

社会のニーズに対応している活動には積極的に関わるこ

とが必要である。しかしながら、一方的な資金提供等では

なく、補完的なサポートがよいと考える。どの事業であっ

ても日本が資金のすべてを提供する、事業のイニシアチ

ブと企画を日本が進めるということではなく、可能な限り

協働で行うことが「真の連携」につながる。ときには日系

社会からの提案もあるだろうが、資金も可能な限り日系

団体にも工面してもらい、負担すべきことを習慣づけてい

く。これまでJICAの事業等では多くの場合、全額日本側

が負担してきたが、今後は役割も費用も分担し、対等な関

係で実施することを当たり前にしていくことも重要であ

り、事業終了後の説明責任と会計報告は欠かせない。

　また、これまでとは異なった視点でアプローチをするの

であればやはり既存の日系団体だけではなく、ときにはそ

の地元社会や業界で影響力のある個別の日系人や任意

団体との協働も必要であろう。それなりに成功して信頼

が厚い日系人は地元の業界団体（弁護士会、会計士会、

商工会議所、公的機関、等々）に所属しており、既存の日

系団体の会員でないことも多い。同様に、地元の政界で活

躍している者も同様である。日本とは異なり選挙で選ば

れた政治家だけではなく、その地元行政（市町村及び県

州等）の要職（実際は政治職なのでその自治体もしくは州

の長が任命する長官、局長、それらの補佐官や専門アドバ

イザーも含む）に就いているので、そのことをもっと把握

すべきである。ビジネスや専門職、そしてこうした政界の

メンバーをもっと知ることで、あらゆる事業の連携がもっ

と実現しやすくなるかも知れない。芸術等のアーティス

ト、ジャーナリストのネットワーク拡充も日本との文化交

流事業には必要な人脈である。大使館や外務省、JICA等

も様々な事業で人脈拡大をはかるが、限定的なのは人事

異動があまりにも多過ぎるからである。そのため、そうし

た機関のローカルスタッフなどとの交流や信頼関係は大

きな情報源になる。

　これまで日本のODA等は要請主義を重視してきたが、

今後は企業や団体は様々なネットワークを活用し、自らど

のようなニーズや事業参加ができるのか現地に出向いて

判断することが求められる。何かが決まってから人を派

遣するのではなく、ニーズ調査目的で人を派遣し、ヒアリ

ングを実施したり、既存のネットワーク等で協働事業を

検討したりしていくことも必要である。待つのではなく、自

ら現地に行くという姿勢で臨む必要がある。あまりにも長

期にわたる検討と過剰な失敗防止策でスピード感がない

ことは日本の弱点であるが、海外との事業には失敗とい

うリスクがつきものであること勇気を持って受け止め、柔

軟な対応で切り抜けるという行動も覚悟しておかねばな

らない。そうでないと「連携」を模索する前に頓挫してしま

う事業も多くなるであろう。

　国連のSDGs（持続可能な開発目標）は日本ではかなり

知られているが、中南米ではほとんど認識されていない

し、あまりにも国内の重要課題が深刻なので政治家もあ

まり関心がない。そのため、日系人がそれを理解したとし

ても、地元社会の事情や背景を考慮してあらゆる事業を

進めなくてはならず、細かい文化的・政策的違いの調整も

必要になる。

　日系人も日本との連携の困難さを認識し、日本も日系

人からこれまで以上に複雑な異文化対応から多くのこと

を学ぶ必要がある。両者にとって非常に多くの調整能力

とエネルギーが求められる。
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１．日本社会との連携について
　一章に記載があるように日系人はこれまで様々な

フェーズで日本社会を支えてきた。具体的には、戦後の日

本には物資が少なかったため、アメリカ大陸の日本人移

民がララ物資を送った。また、90年代には日本の労働力

不足を補うため、主に中南米から日系人が日本に出稼ぎ

に来て日本経済の根底を支えてきた。国家間の政策的な

意図はあったものの、歴史的に日系人は日本が抱える課

題に対し、解決手段を提示することで日本を支えてきた。

　現在、日本が抱える課題は多数あるが、その中でも日本

社会の閉塞感から生きにくさを感じている若者が多い。

これは経済的困窮や日本特有の控えめが美徳とされる社

会的価値観など、要因は様々であるとされているが、多様

性の欠落からくる社会の不寛容さによるものも大きいと

考える。日系人のそれぞれの移民先（以下、ホスト社会）に

おける、経済的困窮、そして長い間受け継がれた血統によ

る閉ざされたコミュニティでの経験から、今の日本の若

者が抱える閉塞感や社会に対する窮屈さへの解決のため

の示唆を得られるのではないか考えている。

　自身のアイデンティを保ちながらもホスト社会に適応

し、現地の言葉を習得し、文化や習慣について学んだ日系

人は、存在自体が多様性を含んでいるため、日本の価値

観や文化を重んじつつ、多様な物事の捉え方を日本の若

者に共有できると考えている。日系人の中には、日本語の

継承がなされず、日本語を話さない３世や４世もいる。し

かし、彼らが家庭で受けた教育には、日本的な価値観が活

かされており、それがそれぞれのホスト社会において「日

系人ブランド」として一種の社会的な信用にも繋がってい

る。これは日本の価値観や文化が日系コミュニティの中で

継承されている何よりの証拠であり、日系１世や２世がホ

スト社会で苦労しながらも、子弟に残してきた最大の財産

となった。

　もちろん多様な背景を持つがゆえに、日系人もホスト

社会においてアイデンティクライシスを経験することがし

ばしばある。しかし、両文化を維持し、日系人としての文

化的アイデンティティを構築することも可能であり、実際

に多くの事例がある。また、エスニシティのみにとらわれ

ない多様なレイヤーを持つ人びとが、日系人でありなが

らも、日本でもホスト国でもない新たな第三の文化(サー

ドカルチャー)を構築し、自らが納得のいく文化的アイデ

ンティティを構築する事例も見られる。このように日本に

ルーツを持つ日系人が自らの文化的アイデンティティを

構築してきた経験こそが、日本の若者の生きやすさに繋

がる手助けとなり得るではないかと考えている。このため

に、日系人と日本の若者の連携は有効だと考える。

　日本は歴史的に多様な文化を受容して文化を深めてき

た国である。しかし、現代はその多様性が見えづらくなく

なっており、さらに、多様性という言葉も一人歩きし、マイ

ノリティの権利保護の代名詞のようになりつつある。実際

のところ、日本人一人ひとりにも多様性が尊重されること

　次世代日系人との連携可能性検討事業のため、日本
財団より我々6名が招集され、各々の置かれている立場
から次世代日系人とその社会が如何に連携し、日本と
の互助関係を構築できるか多様な視点から検討した。
我々は、日系人社会のリーダー的存在でもなければ、決
定権を持つような立場にない。しかし、我々のような「一
般の」日系人および日本人の立場から、現在我々の社会
がどのような課題を抱え、解決しようとしているのか、
そして連携することによってより効率的で、有機的な解
決方法が見出せるのかを提案してきた。その内容は本
報告書の第二章に記されており、参照いただきたい。本
章では、検討会のメンバーとして連携し、それぞれの社
会について学んだ結果、世界各地で日系人が抱えてい

る問題は地域別に分断されているのではなく、むしろ共
通の課題があることに気付かされた。検討会では、地域
別の課題を断片的に紹介し、解決しようとすること自体
があまり効率的ではなく、むしろそれぞれの抱えている
課題の共通点を見出し、地域問わず、それぞれの課題
の専門家と共に解決法を模索していく方がよりスムー
ズなのではないかという意見で一致した。その意味で
も、世界各地に位置する日系社会間の連携というのも
必要なのではないかと考えている。その上で、我々の置
かれている立場から現在、日系人社会が抱えている課
題を提示し、どのような連携があれば課題解決に近づ
けるのかをここに記載し、いくつかの提案をしてまいり
たい。
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は必要であり、それ無しには、今後の日本の発展や暮らし

やすい国づくりをしていくことは難しいのではないかと考

える。そのためにも、19世紀末に希望を持って海外に飛

び出し、様々な苦労や困難に遭いながらも日本にルーツ

があることに誇りを持ち、それぞれのホスト社会で存在感

を示しながら、信頼を勝ち取り、ホスト社会の構成員とし

ての役割を担っている同胞がいることをより多くの日本

人が知ることが、現代日本人が抱える閉塞感や生きづら

さへのヒントになり得ると考えた。また日系人の側にとっ

ても、こうした連携は有益だと考える。なぜなら、日系人も

また自身のルーツの一つである日本の役に立ちたいと考

えている者が少なくない数で存在するからである。そのた

め、日系人が、日本における社会課題のどんなところに役

立てるのかを具体的にマッピングすることも有用だと考

える。例えば世界規模の課題をマッピングしている「持続

可能な開発目標（SDGs）」のようなロードマップを作り、

日本社会における課題や目標を明白にし、共有すること

で、「マジョリティとは違う自分たち」という存在が社会課

題解決において非常に価値のある存在であることを、日

系人自身にも再認識してもらうことが出来る。マッピング

をすることで課題が明確化し、より取り組みやすく、どう

したら互助関係が築けるか見えやすくなる。

２．日本に住む海外ルーツの子どものための連携
　日本における日系ルーツの人々の実態はあまり把握で

きていない。また、「在日日系人」という言葉自体も曖昧で

ある。日本とのかかわりの中で、日系人としてのアイデン

ティティを構築する人々もいる。よって、本節では日本に

住む海外つながりの若い世代、特に日系人が多く住む中

南米、東南アジアにルーツをもつ人々の次世代に焦点を

当てて考えていきたい。

　2009年に発足した内閣府「定住外国人施策推進室」を

はじめとし、これまでにも日系定住外国人を「生活者とし

ての外国人」と見なし、様々な政策が立てられ、定住しや

すくなるような取り組みが行われてきた。第二世代の若

者の中には、大学進学を実現させ、就職し、工場労働など

に従事する親世代とは異なったライフスタイルをもって

生活している者も散見される。このような事例は、ロール

モデルとして取り上げられ、様々なメディア媒体を通じて

情報発信されている。しかし、紹介される事例の数として

は少なく、未だに一部の「幸運」な若者のケースとして取

り上げられることが多い。そのため、海外にルーツをもつ

若者への直接的なモチベーション向上にはつながってい

ないと考える。

　海外につながりをもつ若者は、グローバルなマインド

セットを構築しやすい環境にあるだけでなく、日本社会、

そして国際社会で活躍し得る人財である。日本で育つ彼

らは、日本に親近感を覚え、国際社会で活躍することに

なっても日本にとっては身近な存在として位置づけられ

る。そのため、このような背景を持つ若者を教育の現場に

おいて「負荷」あるいは「支援の対象」とするのではなく、

グローバル人財の育成として位置づける必要があると考

えている。そこで、彼らを日本社会、国際社会で活動し得

る人財として育成するために必要だと思われる3点につ

いて述べたい。

　はじめに、彼らの実態を把握することである。彼らがど

のようなニーズを抱え、どのような自己実現を期待して

いるのかを調査する必要がある。これまでは彼らが通う

学校や教師を中心に調査が行われてきたが、彼ら自身や

その保護者への大規模な調査が行われたことはほとんど

ない。また、どれくらいの若者が大学への進学を望んでお

り、実際に進学できたかの割合についても正確な数字が

出ていない。

　次に、彼らのニーズへの対応が現段階でどれほど行わ

れているのかを調査する必要がある。日本在住の海外つ

ながりの人々が抱えている課題の一つとして、情報伝達

不足があげられる。多様な課題に対して対応がなされて

いるにもかかわらず、適切な方法で対象となる人々にそ

の情報が行き届いていない現状がある。そのため、自己実

現が妨げられたり、適切な支援を受けられなかったり、教

育を受けることを諦めてしまう若者がいる。

　最後に、日本の高等教育機関を卒業、修了し、日本社会

で活躍している日系社会につながる若者の発掘とネット

ワーク創りを進めていく必要がある。海外つながりの若

者は、大人になっても自己のアイデンティティの模索を繰

り返しながら日々過ごしていると推測される。そこで、日

本でも親の母国でもないコミュニティの存在を知り、より

自分に近く、同じような境遇をもつ人々とのネットワーク
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を広げることで、日本、そして親の母国との距離を縮め、

橋渡しとしての役割にとどまらず、両国（あるいは複数

国）のアイデンティティに誇りをもってグローバルに活躍

し得る人財へと成長することが期待される。日系人コミュ

ニティにはそのような潜在的な役割があると考えている。

　１、２点目でとりあげた調査においては、各省庁など日

本政府だけでなく、対象国在日領事館、独立行政法人、そ

して研究者の力が不可欠である。これまで海外にルーツ

を持つ子どもの調査にあたっては文部科学省をはじめと

する各省庁で行われてきたが、家庭内のことや日本社会

の中に埋もれ、「見えなく」なっている人々をも含む調査も

必要である。そのためには、地域の大学、学習支援教室や

外国人学校などの協力も必要であると考えられる。このよ

うな調査を実施するには、調査の方向性や今後のネット

ワーク創りをしていく上でも、日系につながる次世代の当

事者もかかわることが望ましい。

　調査結果は、広く公開し、彼らのニーズや現状につい

て彼らが住む地域社会や日本社会全体で認知されること

で、次世代の若者の新たな教育における指標の策定や、

他のマイノリティグループへの示唆につながる取り組み

等について考えることができる。

　本調査をもって、新たな教育の形、そして日系につなが

る次世代のバーチャルなネットワーク創りを積極的に行

い、ネットワーク内で既に活躍している若い世代と教育を

受けている段階にあるその次の世代とをつなげ、身近な

ロールモデルとして進路等について考える際の助言を求

めやすい形を目指す。このようなネットワークが広がるこ

とでバーチャルなコミュニティを創造することができ、そ

れは次第に次世代を育てる、そして導く教育コミュニティ

へと変革していくことを期待している。

　コミュニティを構築することで、我々日系人の先祖がか

つてハワイを含む、アメリカ大陸や東南アジアなどで構築

した日系人社会を今の時代に即した形で再現し、互いに

エンパワーし合い、様々な分野において日本とも強力な

関係作りが可能となると考えている。また、バーチャルな

場を用いることで、日本国内だけでなく、海外に在住する

日系人とのつながりの可能性も念頭に置いた活動ができ

ると考える。

　最後に、このようなコミュニティの創造には、今の時代

に沿った形で活動をする必要があると考える一方で、日

系人の歴史、文化的アイデンティティの継承が必要不可

欠であるとも考えている。本質的で時代を超えて継承さ

れる一面と、新たな構成員によって再構築され進化して

いく文化の両面が共存できる日系人文化を今後も引き継

いでいけるコミュニティであることが重要である。

３．より良い職場環境のための連携
　日系人として知られる日本人ディアスポラの人々や、

日本人でありながら選択によって第二の文化を持つ人々

は、“第三の文化 ”の一形態である。 これは、二つの文化

（一つは生まれながらの文化、もう一つは環境からの文

化）が統合され、両方の要素を兼ね備えた第三の文化に

なることを指す言葉である。「サード・カルチャー・キッズ

（TCK）」は伝統的に海外駐在員の両親を持つ子供たち

のことだが、TCKと同じような経験や視点を持つ大人も

たくさんいる。 

　我々のメンバーの中にもいる日系４世などは、伝統的

なTCKの定義には当てはまらない。しかし、TCKが自問

自答するようなアイデンティティの問いを我々も自分自

身に多く投げかけてきた。故郷はどこにあるのか。我々は

100％居住国の住民であり、そして100％日本人でもあ

る。このことは、我々の今の文化観（文化とは自分の意志

で選択できるもの）を裏付けている。同様に、日本生まれ

の人で自分の文化が合わないと感じている人には、海外

を旅して自分の心に響く文化を見つけることを勧めたい。

　このようなことはビジネス文化にも当てはまると考えて

いる。シリコンバレー（およびその他のハイテク企業）の言

語は英語ではなく、第二言語としての英語である、と時折

言われる。サンフランシスコ・ベイエリアの人口統計を見

ると、世界中のほぼすべての国から多くの移民が集まっ

ている。シリコンバレーの企業は、必ずしもアメリカ的で

はないが、多文化環境の中で労働者に力を与えるのに適

した方針を構築してきた。

　例えば、シリコンバレーの典型的なマネージャーは、

チームの目標を設定し、仕事が会社全体の目標と一致し

ていることを確認することになっている。シリコンバレー

のビジネス文化はインパクトにこだわっており、自分が

やっている仕事が実際に重要であることを保証できるこ
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とは、その仕事に費やす時間の長さよりも重要なのだ。報

酬は、会社の成功にどれだけ影響を与えたかに連動する。

コミュニケーションは非常に直接的であり、これは多文

化環境では必要なことである。マネージャーには目標を

部下に説明する責任があり、部下には目標を理解できな

ければマネージャーに質問する責任がある。

　我々のメンバーの中には日本で働く者もいるが、彼らの

観点では日本企業の状況は大きく異なる。一般論の積み

重ねなので、すべての会社に当てはまるわけではないが、

日本企業では一生懸命働いているように「見える」ことの

方が、仕事の成果よりも重要な場合がある。報酬は成果

ではなく年功序列となっており、コミュニケーションは間

接的なもので、明示されていなくても何を言われているか

理解することが求められる。マネージャーには目標を部下

に説明する義務はなく、部下には、たとえ目標を理解して

いなくても、マネージャーに質問してはいけない風潮があ

る。

　我々のメンバーの中に、日本の一流新興企業で英語を

話す最初のマネージャーとして働いていた者がいる。彼は

「より日本的になろう」とするよりも、シリコンバレーでの

経験を組織文化に取り入れようと努めてきたそうだ。これ

は多少の摩擦を引き起こしたが、スタートアップで働くこ

との重要なことの一つは、初期の困難を乗り越え、自分が

残した組織が設立時よりも強力になることである。要する

に、彼は組織を "サード・カルチャー・カンパニー" にしよ

うとした。

　彼が入社した当時、外国人エンジニアは全体の１割し

かおらず、組織の運営言語は日本語だった。現在では、

エンジニアの40％以上が外国人であり、日本語をまった

く話せない人もたくさんいる。そして、エンジニアリング・

チームの言語は英語で、エンジニアリング部門の副部長

は彼が雇用したスペイン人である。

　このプロセスは、彼が取り組んでいたことに理解を示

し、組織の舵取りを手伝ってくれた日本人なしには実現

できなかったと考えている。また、同じように彼をサポー

トしてくれた多くの外国人もいた。ビジネス・カルチャー

を両側から理解したことが、組織におけるこれらの変化

を実現するのに役立った。少しずつ、社内のすべての日本

人が第三の文化を獲得するように変えていった。

　彼はスタートアップ企業を辞めた後、東京にあるアメ

リカの多国籍企業で働き始めた。そのオフィスでは、日系

人、特に日系アメリカ人が働いている。そのような人びと

は自国（日本）の文化を再発見するために日本で働くこと

にしたそうだ。

　このように自らの文化の再発見のために来日した日

系人もそうだが、他の多くの日本企業で働く日系人には

社内文化を変革させる潜在力があると考えられる。日本

企業が第三文化企業を目指す場合、日系人、そしてTCK

はそれを達成するための重要な人財となる。我々のメン

バーの一人は日本のスタートアップ企業での経験を通し

て、これが業界を変える最良の方法であると確信してお

り、我々の他のメンバーも賛同する。他の国における日系

人の活躍や組織内の変革に貢献してきたこともその表れ

だと考えている。そのため、今後、来日する海外の人びと

には日本人に溶け込もうとするのではなく、是非第三の

文化を持つ「日系人」になっていただきたい。

４．日本と海外日系人との連携
　日本は長年、海外日系人社会の発展に多大な貢献をし

てきた。その恩恵に授かり多くの子弟が日本文化を理解

し、それぞれの居住国においてユニークな存在として活

躍してきている。しかし、最近では４世、５世の日系人の若

者においては彼らのルーツである日本文化への関心が薄

れてきている。それは居住国の住民として定着してきたと

いうことの表れでもあると同時に、他方では、日本、そして

日系人としての文化的アイデンティティの喪失にもつな

がると考えている。個々人が構築するアイデンティティに

ついては、その人自身の自由決定で決まることだが、日本

文化や日本とのつながりをもつ機会がないから失われて

いくということは避けたいところである。

　そのため、日本文化や、日系人がたどってきた歴史を

学ぶ機会の創出が重要であると考えている。我々のメン

バーの中には、居住国において日本文化を大々的に発信

する組織に所属する者もいる。このような文化、情報発信

の中には、具体的に以下のようなものが考えられる。１)

日本での災害時に社会奉仕活動への参画、寄付活動、市

民意識啓発活動を行う。日本の信頼できる機関との連携

により信憑性の高い情報が提供でき、寄付金を募った際
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には被災地や被災者に確実に届けられる。２）オンライン

または現地での学術・文化交流プログラムを開催する。

我々のメンバーの中には世界で唯一の日系人の大学の学

長を務める者がおり、このような学術・文化交流は我々メ

ンバーの居住国と日本の若者をつなぎ、異文化交流をす

ることで双方の国の文化だけでなく、それぞれが抱える

事情や社会的課題について知識を深め、良いパートナー

として将来的な連携が期待できる取り組みを既に実践し

てきている。その連携の基礎となる交流の仲介を我々の

ような日系人を通して行えば、よりスムーズにそれぞれ

の社会に入ることができると考えている。３）日本の年中

行事や文化活動、スポーツ活動を日系人の居住地でも開

催する。開催を継続するためには、日本側のサポートが必

要であり、文化交流は学校だけでなく、自治体や多様な組

織間で実施可能であると考えている。このようなイベント

には多くの国においていわゆる伝統的な日系人でない若

い世代の人びとに好まれ、そういった人々が積極的に参

加している。これは、日本文化を広める良い機会であると

考え、文化発信ができるように一層の協力を求めている。

４）多様な国において日系人が辿ってきた軌跡や、彼らが

構築した文化に関する学びの場を創る。日系人の歴史に

ついては、居住国だけでなく日本においてもあまり知られ

ていない。先代たちが築き上げてきたものを若い日系人

だけでなく、多様な人びとに伝承し、現在世界で見られる

様々な問題解決のための示唆として捉えていただきたい。

５）多様な居住国において活発に活動する日系人の若者

をつなげる機会を創出する。様々な国に住む日系人の若

者が互いに連携することでより大きなインパクトのあるイ

ベントや社会的な取り組みができると考える。このような

連携を図るためにもオンラインなどのツールを用いて、互

いにつながっていくことの大切さを今後も伝えていきた

い。

５.「日系」に留まらないグローバル人材としての
可能性

　我々のメンバーの中にはデカセギの子どもとして1990

年の出入国及び難民認定法の改正により来日した者が

いる。日本で教育を受け、その後居住国へ向かい、大学を

卒業し、その後も様々なグローバル経験をしてきた。その

ような経験の中で、日本語能力が向上し、居住国と日本

の相互理解について非常に感覚が研ぎ澄まされたと語

る。彼はこのような経験、そして身につけたスキルによっ

て、「コミュニケーション・コーディネーター（CC）」として

長年従事してきた。このメンバーを含む我々は、居住国や

その他の国々においてもこのようなCCとなる人材があま

り育っていないということを課題として捉えている。CCは

単なる通訳ではなく、双方の国や文化、あるいは背景にあ

る情勢を理解した上で、一つの言語をもう一つの言語に

移行する細かい作業が必要となる。このような作業は、同

時通訳ならば瞬時に、打ち合わせの段階であれば、綿密

に行われる必要があり、多大な労力を有する。日本と居住

国にある一定の理解を持つ日系人でも適切な訓練や指

導がなければ、困難なことである。しかし日系人には、CC

としての役割を担う可能性が大いにあると考えている。そ

して、今回の検討会の検討事項となっている「日系人と日

本人が連携し、社会貢献する」にはCCの能力が必要不可

欠だと考えている。

　連携をとって社会貢献プロジェクトを実施するには

様々なプロセスを踏まなければならないが、「CC」の観点

から次の課題ポイントを絞ってみた。１）連携には信頼関

係と人脈が必要である。日系社会や地元社会のキーパー

ソンとの繋がりが連携の可能性を高める。そのためには、

ビジネス、文化交流や国際協力事業ではさらに高度かつ

専門集団との連携が必要。２）コミュニケーション：適切

な意見交換が出来るということが前提。最近では英語を

話せる日本人は増えてきたが、日本語で話したほうが居

心地良く、心が開きやすくなるケースが圧倒的に多い。そ

のため、気兼ねなく自分の言語で話しながら、どのような

コミュニケーション・スタイルを持っていようと相手側に

的確に自分自身の意見を伝えられることが重要。３）相互

理解：両国の文化を理解していなければ、計画書がどれ

だけ素晴らしくとも失敗するケースが多い。そのために次

の点を念頭に置くべきだと考える。

◦�プロジェクト対象地域の現実や文化習慣を深く理解

する必要性

◦お互いの現実や当たり前は通用しない

◦�両側の空気を読みながらコミュニケーションをとる

重要性
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◦緊張した場面での「言い回し」、「伝え方」の重要性

　

　日系人が連携の対象になるためには、日系人自身が

もっと日本のことを知り、繋がりを活用できるようになる

必要がある。日本の人々が中南米ともっと関われるよう、

日系人のネットワークが身近にならなければならない。互

いに知る、共に何かを実施していくことが大切だと考えて

いる。

　ある程度のCCレベルを持った次世代の育成が必要だ

が、残念ながら中南米には「日本語・スペイン語またはポ

ルトガル語」の通訳・翻訳が学べる学校は殆どない。そこ

で、元デカセギの子どもを中心に両言語が堪能な若者を

数名集め「ピースボート形式CC育成プログラム」を参考

にし、実践を中心に訓練できれば新たな世代が育つ可能

性が高まると思っている。

　メンバーの居住国の一つがペルーであるため、ペルー

で２～６名を対象とした５ヶ月のCC育成プログラムを

開催することを提案したい。具体的にはペルー日系人

協会（APJ）、国際交流基金、国際協力機構（JICAペルー

事務所）、日本財団、海外日系人協会、日本財団留学生会

（NFSA）などと連携して、APJの施設内で２ヶ月の特別

CC訓練を行う。その後はピースボート（PB）のボランティ

アCC業務を体験する。例えば８月出航の第118回、若し

くは12月出航の第119回PBクルーズが考えられる。APJ

の２ヶ月間では最低週１回のペースで逐次や同時通訳を

含めたCC模擬訓練を行う。そのためには上に挙げたよう

な団体や機関からスピーカーやオブザーバーを招待し、

20分程度の発表を対象者たちにCCをしてもらう。もちろ

ん、対面形式訓練以外にインターネット会議を活用した

バーチャル訓練も考えられる。各訓練後は必ず反省会を

行い、訂正や改善点などの意見交換を行う。そうすればお

互いの苦手な分野や弱点が見え、努力すれば改善するこ

とが可能となっていく。

　PBクルーズは３ヶ月で世界１周をしながら、各国の歴

史、ジェンダー、社会・環境問題、持続の可能性、NGO・

NPO活動、社会的包摂、生活質の改善、紛争問題、平和

学など、幅広く今の世界の現実に触れられるよい機会で

ある。この５ヶ月間のCC育成プログラムを達成後、積極

的にペルーのCC業界で活躍できる場を紹介していく。ペ

ルーと連携プロジェクトを行う場合は、ペルー特有のや

り辛さがある。そのためにはCCがコミュニケーションの

ワンクッションとなり、より両国の関係強化に携わること

が出来ると確信している。

　このCC育成プロジェクトを実践するために、乗り越え

なければいけない一番大きな課題は「素質を持った若者

を見つけること」だと考える。言語能力はさることながら、

CCには「理解力、表現力、コミュニケーション力、判断力、

情報収集力、調査力、読解力、自己管理能力」などのスキ

ルが求められ、「好奇心旺盛で勉強好き」なタイプの人が

向いているといえる。プロジェクトを通じて最低一人でも

これらのスキルが磨かれ、CCとして「日系人と日本人の

連携」に関われるようになれればと考えている。

６．次世代へ
　我々には、新しい世代と彼らの願望を理解するという

大きな使命があると考えている。それは簡単なことではな

いが、対象とすべき人びとには二つの側面があることを

我々は理解している。一つ目は血のつながりのある人た

ち、もう一つは文化的なつながりをもつ人たちである。こ

の二つの側面から日本に関わりのある人びとを隔てるの

ではなく、逆に共に歩んでいく道筋を考えていかなけれ

ばならない。日本との連携を考えた時、これからの時代に

おいては日本文化を愛する人々の果たす役割が大きいた

め、彼らが日系コミュニティや団体に参加する場を多くし

ていかなくてはならないと考える。自分たちの日系団体に

日系人や非日系の若者が何人参加しているのか、理事会

にも参加しているのかにも着目すべきである。

　2023年に開催された第63回海外日系人大会では、

日本からの移住者やその子孫である日系人だけでなく、

日本の文化や価値観に関心を持ち日系社会の活動に積

極的に参加する人々をも含むという意味で、カタカナで

「ニッケイ社会」と記し、非日系人の同大会への参加も可

能とした。今後、このような日系のイベントにおいても、日

系人や非日系人の若者の参加人数についてはっきりと把

握すべきだと考えている。

　そして我々は進化に備え、人々の関心を喚起できるよ

う、組織やイベントの様式を見直す必要があると考えて

いる。この観点から提案するのは、次世代の「獲得」、「動
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機付け」、「維持」の三点である。ラテンアメリカ諸国での

青少年交流を引き続き奨励し、日本人の若者も招き、日

系人以外の参加者を増やすよう努める必要があると考え

ている。今日のソーシャルメディア（TikTok等）のインフ

ルエンサーが流行の最大の伝播者であることを念頭に置

き、日本や日系文化の価値を高めるキャンペーンを実施

し、これらの新しい「ヒーロー」がどれだけ具体的な活動

に携わっているかを示すことで、Z世代のモチベーション

を高めることができるかを考える。

　2025年に日系ブラジル人の著書が原作である長編ア

ニメ映画「日本人」が公開予定である。公開に合わせて

ソーシャルメディア（TikTok等）のインフルエンサーを

キャンペーンに招待し、知名度獲得の機会を探る。また、

若者が長期的に参加できるよう、物理的な、またはバー

チャルな環境を整備していくことが必要である。新しい

技術的資源（eゲーム、ディスコードなど）を使ったハイブ

リッド・モデルで、次世代の若者たちに対面式の活動やイ

ベントにも参加してもらうことができると考えている。

おわりに
　冒頭でも述べたように、我々検討会のメンバーは、日系

人社会が抱えている課題は地域ごとに異なる部分はあり

つつも、共通事項も多くあると考えている。日系人が抱え

ている課題を居住国別に見ていくのではなく、日系社会

全体で概観し、日系社会全体で解決の道を見出していく

必要があると考えている。Z世代の若者がスマートフォン

一つで全世界とつながるように、我々も日本という共通点

で繋がることで、世の中が抱える多様な課題に対応でき

る解決に向けた取り組みを、それぞれが活動する分野に

おいて実施していきたいと考えている。

　今回の検討会では、それぞれのメンバーが活動する舞

台に違いがあったことから、すぐに実施可能な具体的な

連携案にまで辿り着くことは困難だった。しかし、このよ

うな形で性別も国籍も、興味関心の異なる者同士が、日

本につながりを持つという一つの共通点から「ニッケイ

社会」の今後について真剣に議論し、それぞれの立場で

知恵を出し合い、新しいものを築こうとする気持ちこそが、

「ニッケイ人」というユニークなコミュニティを構成する

大切な要素だと再認識した。今回の提案を実際に実行に

移せるよう、多様な人びと、組織と連携しながら、取り組

んでいきたいと考えている。この報告書を手に取って読ん

でいただいた方の中で、関心があり一緒に取り組んでみ

たいという方がいたら、是非連絡をいただきたい。

　最後に、本検討会のメンバーの発表時にご参加いただ

いたそれぞれの分野の専門家の皆様にご多忙な中、お時

間、そしてお知恵を拝借いただいたことに感謝を述べた

い。また、本検討会を立ち上げた日本財団の世古将人部

長、中川瑞貴様、谷優子様、そして吉田もも様には心より

感謝の意を表したい。日系人についてこのような規模で

の議論をする場が大変少なく、その場を提供してくださっ

たことに謝意を表する。さらに、海外日系人協会の土方陽

美事務局長、中井扶美子部長、佐藤なぎさ様には、時差が

ある中でもいつもオンラインの打ち合わせの設定、事務

的な手続き、そして海外日系人大会での調整等、大変な

作業を手際よく実施していただいたことに感謝を申し上

げたい。そして、本企画において最も重要かつ様々な観点

から的確にまとめ上げ、我々の声をわかりやすくしてくだ

さったファシリテーターのアルベルト松本先生には感謝

の念に堪えない。

　日系人は決して遠い過去の歴史に置いていかれた人び

とではなく、今の時代においても日本や居住国で活躍し

うるグローバル人材のモデルともいえる人びとであるこ

とを今回の検討会で再認識することができた。我々メン

バーも１世、２世の先輩方の残してくださったレガシーを

次のあらゆるバックグラウンドを持つ世代に継承できる

ように精進してまいりたい。

次世代日系人連携検討会メンバー一同
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【提案】
日本社会のための提案

1　 日系人の歴史や現状について学ぶことのできる機

会の創出。

2　 日系人を日本の良き理解者として認識できるよう

なイベントや研修などの開催。

3　 現代における日本社会の課題を日系人と一緒に解

決するロードマップの作成。

国内の日系人のための提案
1　 多様な調査を通じて、子弟教育の見える化。

2　 第三の文化の担い手として、日本のビジネス界の

変革を図る取り組み。

海外日系人のための提案
1　 居住国における日本文化の担い手となれるよう、日

本の多様な組織との連携構築。

2　 コミュニケーション・コーディネーター育成プログ

ラムの構築。

次世代のための提案
1　 日系人と非日系人を隔てるのではなく、日本文化の

担い手としての新たな「ニッケイ人」の受け入れ促進。

2　 新しい世代のトレンド、ニーズを把握し、彼らに届

く形でニッケイ・レガシーを届ける。
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1　実施体制
主催者：公益財団法人日本財団 

事務局：公益財団法人海外日系人協会 

2　検討会実施記録
※敬称略、オブザーバーはアルファベット順

ファシリテーター　アルベルト 松本
　アルゼンチン日系２世。

　国費留学生として来日し、法律の修

士号取得。渉外法務専門の翻訳会社

設立(1997)。獨協大学法学部「ラ米

経済と法」講師、神戸市外国語大学イ

スパニア学科「中南米社会１＆２」（夏

季＆冬季集中講義）講師、NHK-TVE

放送通訳、Discover Nikkei-JANM コラムニスト、東京

&横浜地裁元法廷通訳。JICA中南米日系研修員及び中

南米日系社会JICA海外協力隊派遣前研修講師。

　2017年10月、JICA理事長の「JICA国際協力感謝賞」

を受賞。2022年8月、「外務大臣表彰」を受賞。

■   第1回検討会：2023年4月25日（火）
橘谷 喜屋武 エルナン アルマンド

　ペルー日系３世。

　1988年～1994年まで日本で義務

教育を受ける。2001年にサンマルコス

国立大学獣医学科卒業後、山口大学

農学部獣医学科家畜付属病院に県費

留学。2004年、日本財団スカラーシッ

プ事業にて鍼灸柔整専門学校で鍼灸

師免許、日本伝統医療科学大学院大学で修士号を取得。

2008年から2年間 国立がん研究センター中央病院緩和ケ

ア鍼灸科で研修。2010年からNPO法人アルコイリスの国

際協力事業への協力及びペルーエマヌエル診療所で鍼灸

師として勤務。また、19歳からスペイン語、日本語の無料通

訳：翻訳者としても活躍。

オブザーバー：
按田 優子（料理家、按田餃子店主）

近藤 健（ 外務省中南米局南米課上席専門官/中南米日系

社会連携推進室）

中島 里美（ 外務省中南米局南米課/中南米日系社会連携推進室)

大橋 則久（NPO法人アルコイリス代表）

大城 なるみ（JICAペルー事務所）

田中 克之（海外日系人協会 理事長) 

打村 明（日系スカラーシップ事業1期生、日鉄鉱業）

要旨
　橘谷氏は、日本財団・日系スカラーシップ事業の１期生

で、日本留学を通して、鍼灸の技術を学んだ。発表の中で

橘谷氏は、専門的な知識やスキルを習得に加え、他の事

業の留学生とのネットワークの構築やコミュニケーショ

ン能力の向上、文化、習慣の習得が日本と出身国との懸け

橋につながるとした。

　また、JICAの草の根事業を活用し、日本のNPO団体や

専門家とともに、環境を保全しながら、小農家の経済的な

支援やアグロフォレストリー生産の普及を行ってきたが、

地方の農家がリマの大きな日系団体と連携できれば、都

市部で安定した供給ができ、海外市場へと展開できると

いうのではないかという提案もあった。

　橘谷氏は幼少期に日本で教育を受けた経験もあり、ペ

ルーには自身と同様のバックグランドを持った日系子弟

がたくさんいるが、彼らが活躍できる場は限られている。

日本とペルーとの学会など、会議や講演会等での同時通

訳や要人のアテンドでの「コミュニケーション・コーディ

ネーター（CC）」の活躍の場や育成の場の必要性につい

て提案された。

　日系人だけでなく、非日系で日本料理や日本文化に興

味がある非日系の方も増えてきており、ペルーでは、手巻

き寿司屋を営みながら、日本の食材や盆栽の販売、折り
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紙などの日本文化の普及に貢献している方もいる。

　今まで日系人同士のネットワークを構築するために、

色々な試みが行われてきたが、団体を設立するとうまくい

かないというような課題もあり、組織間ではなく、個人間の

「ゆるやかな連携」という形が持続可能性が高いのでは

ないか、という意見があった。

オブザーバーからのコメント
　大橋氏からは、言語だけでなく、日本と現地の両方の文

化や習慣を熟知した日系人である橘谷氏の存在があった

からこそ、プロジェクトが円滑に進んだとの意見があった。

　外務省の近藤氏・中島氏からは、2023年に新設された

「中南米日系社会連携推進室」についてご説明いただい

た。外務省では、中南米との外交において、日系社会を大

きな財産ととらえており、「支援」ではなく、win-winの関

係になるような「連携」を目指しているとのことで、若手の

日系人の招へい事業に加え、各国の日系社会間のネット

ワーク化等を後押していく予定だという。

　チリの打村氏からはチリの日系団体では、役員の半分

以上を非日系にし、イベントの開催時には、日本や日本文

化に興味がある人であれば、誰でも参加可能にすること

で、年々イベントへの参加者も増え、日本文化の普及につ

ながっているとのコメントがあった。

　また、JICAペルー事務所の大城氏は近年、JICAの日系

社会研修制度や日系サポーター制度でも非日系の研修

員の応募可能になり、日系人だけでなく、日本文化や日本

に興味がある方や日本留学経験者との連携も重要になっ

てきていると述べた。

■   第2回検討会：2023年5月24日（水）
ピニロス マツダ デレク ケンジ

　ペルー日系４世。

　1998年に来日し、大阪の公立学校

に転入。2012年に関西学院大学総合

政策学部卒業、2014年に上智大学大

学院総合人間科学研究科教育学専攻

博士前期課程修了。

　現在は群馬大学グローバル・イニ

シアチブ・センター講師。お茶の水女子大学、昭和女子大

学、明治学院大学にて非常勤講師。在日日系人子弟の教

育に関する研究、第二次世界大戦中に米国収容所を経験

した在米日系ペルー人のアイデンティティ変容に関する

研究に従事。

オブザーバー：
小波津 ホセ(日本ペルー共生協会代表)

近藤 健( 外務省中南米局南米課上席専門官/中南米日系

社会連携推進室)

中川 郷子（カエルプロジェクト、臨床心理士）

中島 里美（ 外務省中南米局南米課/中南米日系社会連携推進室)

大城 ロクサナ(ひょうごラテンコミュニティ代表)

坂本 久海子(NPO法人愛伝舎理事長)

瀧口 暁生（JICA中南米部計画移住課課長）
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要旨
　松田氏は、日本財団・日系スカラーシップ事業の8期生

で、現在、群馬大学の講師等を務めており、在日日系人と

しての経験から今後の連携の可能性について発表した。

　ペルーから10歳のときに来日し、孤独感や帰属意識の

なさを抱いていた時期もあった。「日本財団日系スカラー

シップ事業」や大学でのアイデンティティに関する研究を

通し、多様な日系人に出会い、ハイブリディティのある日

系人というアイデンティティへと変容した過程について

述べた。帰属意識やアイデンティティの変容については、

同様の経験している検討会参加者がいた。

　また、日系人は多様性に富み、包摂性を持ち、全員が活

躍できる社会を築こうとする人材であるととらえ、日本社

会のよき理解者になり得ると考えている。これまでの価値

観や文化的な背景を重んじつつ、日系コミュニティの再

構築、在日日系人と日本社会、在日日系人や世代間の連

携に加え、国際化やマイノリティの包摂など、日本の未来

について議論する場の重要性を伝えた。

オブザーバーからのコメント
　小波津氏や大城氏が代表を務める国内の日系団体で

も、母語の継承だけでなく、アイデンティティへの取り組

みを行っており、次世代の育成や世代間・在日日系人間

の連携の重要性も感じている。その中でもやはり子ども

の教育が大きな課題となっている。

　中川氏はブラジルに来る子どもの支援を行っている

が、言語能力やアイデンティティの問題を抱えていて、大

学進学も難しい現状であり、検討会メンバーの栗田氏に

も協力を得ながら、文化的な活動を取り入れている。

　坂本氏は、ブラジルの日系社会と連携し、日本の日系社

会のプレゼンスを高める取り組みや留学生と子どもとの

交流などのキャリア教育に加え、日本で生活するために

必要な情報やロールモデルの提示など、全国的なシステ

ムの構築を期待している。

　JICAでは、昨年度から日系サポーターという研修制度

を実施し、中南米の日系人に日本に来てもらい、集住地域

や他の活動に貢献しながら、彼ら自身も学ぶ取り組みを

始めたとのこと。本研修制度は、高い評価を得ており、今

後も国内の日系人に対する支援を検討していく予定であ

るとの共有があった。

検討会メンバーからのコメント
　栗田氏からは日本語学習の支援や成功事例の広報な

ど、ソーシャルメディアを活用した情報発信が重要という

意見が出た。

　平野氏は、日本のブラジル学校への訪問や日本に住む

外国人の子ども達を日本人と結び付けるためのメンター

システムを取り入れているNPOのプロジェクトへの参加

を紹介した。日本人が外国人と共生することの重要性を再

認識し、外国人がいないと日本社会が機能しないことを自

覚し、日本側から発信、連携を提案する必要性を述べた。
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■   第3回検討会：2023年6月30日（金）
大本 マイケル 敏郎

　アメリカ日系４世。

　ロサンゼルス生まれ、現在、日本在住。

　日本で英語を教えた後、シリコンバ

レーに渡りスタートアップに入社。 そ

の後、日本のメルカリで初の英語を話

すエンジニアマネージャーとして働

く。現在は、FAANG級企業でエンジ

ニアマネージャー、日本財団助成のDiscover Nikkeiの

テクニカルコンサルタントも務める。第20回COPANI実

行委員会の元副会長で、2019年9月にサンフランシスコ

で開催されたCOPANIにも携わる。

オブザーバー：
西村 陽子（Discover Nikkeiプロジェクトマネージャー）

比嘉 アンドレス（ JICA沖縄内UNCウチナ―ネットワーク

コンシェルジュ）

伊佐 正 アンドレス（名桜大学教務課学習支援係）

　

要旨
　大本氏は日系アメリカ人４世で現在、日本で外資系企

業に勤めながら、ディスカバーニッケイの運営に携わって

いる。

　日本語に加え、プログラミングというスキルを習得し、

大手企業での勤務している経験から、言語だけでなく、専

門性を見つけることの重要性について述べた。また、日系

人がもつグローバルな視点や、日本を単に模倣すること

では得ることのできない、日系人の新しい価値の創出の

可能性などの特性について発表した。

　今後のディスカバーニッケイについては、日系人や日

系社会に関わっている人たちがアイデアを出しながら開

発する必要があると考えており、ボランティアの枠を拡大

し、世界からエンジニアと翻訳者を採用していくことを提

案した。

　また、企業とより連携し、優れた技術力を持つ日系人を

南米から招聘し、インターンを実施する枠組みを整備す

れば、両国の利益にもなり、ビジネスチャンスにもつなが

ることも提案された。海外日系人大会等で外資系企業勤

務や留学経験があるなど、グローバルな視点をもった日

本人の参加を促し、日系人と交流する機会を増やすこと

が、次世代のネットワーク形成につながることなどを述べ

た。

オブザーバーからのコメント
　長年、ディスカバーニッケイの運営に携わっている西

村氏もオブザーバーとして参加し、現在、ボランティアス

タッフとともに、言語の壁を取り除くために自動翻訳シス

テムを取り入れ、サイト上でのコミュニケーションを改善

することを第一に活動を進めているとの報告があった。

　「国際日系デー」の発案者である、比嘉氏と伊佐氏から

は、日本の歴史の教科書にも移住や日系のことを記載す

ることの重要性や、海外日系人大会に若者がより参加し

やすくなるようなプログラムの提案があった。

　海外日系人協会の事務局長の土方氏からは、第63回

大会からは非日系も参加可能とし、参加者の多様性や広

がりを今後も意識しつつ、開催場所や内容について検討

してきたいとのコメントを得た。

検討会メンバーからのコメント
　平野氏からは、JETROがブラジルの日本人起業家が

運営するベンチャーキャピタルと連携し、日本のスタート

アップ企業をブラジルに招聘し、既存の知識やネットワー

クを共有し、メンターとして支援しているという事例があ

げられた。

　また、松田氏は、在日日系人や在日南米人の子どものア

イデンティティの形成における課題に着目し、ルーツや日

系人の歴史を知る機会を作る重要性を述べた。
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■   第4回検討会：2023年7月27日（木）
イネス　山之内　マリャリ

　フィリピン・ダバオ市生まれ、日系３世。

　1991年東京多摩教育センターに

て1年間の日本語授業を修了。フィリ

ピンアテネオ.デ.ダバオ大学にて教育

運営学博士課程全単位取得。

　現在フィリピン日系人会連合会会

長、フィリピン日系人会ダバオ理事

長、フィリピン日系人会国際学校校長、ミンダナオ国際大

学学長の役職を務める。2021年日本政府より旭日中綬章

を授与。

オブザーバー：
大野 俊（清泉女子大学 教授）

　

要旨
イネス氏は日系3世で、現在ミンダナオ国際大学とフィリ

ピン日系人会国際学校の総長、フィイネスリピン日系人

会連合会の会長、ダバオ支部フィリピン日系人会の理事

長を務めている。

　フィリピンの日本人移民は約120年前に始まり、戦後、

日系人は差別を受け、日本とのつながりを隠すことを余

儀なくされ、現在でも無国籍の2世の就籍問題が残ってい

る。フィリピン日系人会が設立した国際学校と大学では、

日本語や日本文化の教育に力を入れていて、日比交流の

促進に寄与している。また、JICAや日本財団、民間企業な

どの支援を受け、スポーツイベントや資料館、診療所の運

営など、地域社会の発展にも貢献している。今年は日本人

移民120周年を記念して様々なイベントが予定されてお

り、日本とフィリピンの関係を幅広い世代へアピールして

いきたいと述べた。

　

オブザーバーからのコメント
　日系フィリピン人の研究に携わっている大野氏は、戦

後、困難な状況にあった日系人を目の当たりし、日系人が

抱えている問題や歴史を本などの媒体を通じて多くの人

に伝えてきた。近年、4世や5世の世代でも日本につながり

を持とうとする動きがみられ、その進展に注目していると

述べた。また、所属大学では、学生にフィリピン日系人の

歴史体験を伝える活動も行っていて、今後も日系人会と

連携し、両国の橋渡し役を果たしたいと述べた。

検討会メンバーからのコメント
　大本氏は弱点を有利に変えようとする前向きな姿勢を

持ち、異なる文化背景を持つ外国人としての視点を活か

し、日本人社会に豊かな視点をもたらすことができると述

べた。

　平野氏は若者の歴史への関心が希薄になっていること
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に触れ、直接体験できる場が必要であり、歴史の継承がア

イデンティティの形成には大切であるとした。

　また、松田氏からは歴史の継承によりコミュニティに対

する誇りやアイデンティティの肯定感の向上につながる

と述べた。また、次世代への歴史の継承方法について、橘

谷氏からはアニメの制作、松田氏からは資料館の積極的

な活用などの提案があった。

　

■  第5回検討会： 2023年8月29日（火）
クラウディオ ハジメ クリタ

　ブラジル日系４世。

　現在、ジャパンハウス・サンパウロ

の運営・イベント・施設担当ディレク

ター。広報宣伝学科を卒業後、サンパ

ウロ市役所の観光・イベント部門に勤

務。外務省の次世代日系人指導者会

議招へいプログラムへ参加。現在、ボ

ランティアとして、ブラジル日本文化福祉協会（文協）理

事、イビラプエラ日本館運営委員会会長、ブラジル汎米日

系人協会副会長、ブラジル外務省研修生元奨学生協会理

事を務める。

オブザーバー：
細川 多美子（サンパウロ人文科学研究所常任理事）

木村 弥生（JICA中南米部計画・移住課）

近藤 健（ 外務省中南米局南米課上席専門官/中南米日系

社会連携 推進室)

中島 里美（ 外務省中南米局南米課/中南米日系社会連携

推進室)

関口 ひとみ（前在マナウス日本国総領事館総領事）

野吾 奈穂子（JICA中南米部計画・移住課）

山田 彰(元駐ブラジル特命全権大使)

 　

要旨
　クリタ氏は日系４世で、ブラジル日本文化福祉協会（以

下、文協）が運営する日本館（日本庭園）の館長、ジャパン

ハウス・サンパウロの運営本部統括マネージャーを務め

ている。

　日本館の経営は赤字だったため、若者やイベントの知

識を持つ人々を集め、日系社会だけでなく、全ての市民の

スペースの利用を可能にすることで、来場者が増加し、運

営が黒字となった。また、サンリオと提携し、日本のポップ

カルチャー関連の活動を企画したり、県人会や地方自治

体と協力し、各県に関する展示をしたり、多様な内容の展

示を行っている。

　一方、ジャパンハウスは日本政府のプロジェクトで設

立された国際発信拠点で、無料で現代アートや日本のテ

クノロジーなどを展示しているため、多くの人が訪れてい
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る。また、ペルーの若手交流プログラムを元に、ブラジル、

パラグアイ、メキシコ、アルゼンチンなどで行われている

若者の交流活動の例があげられた。この活動は13歳から

30歳の若者を対象とし、異なる国を訪れて国際的な友人

を作り、日本移民の歴史を学ぶ機会を提供している。参加

者の大半が日系人であり、各地域の日系社会にリーダー

が育成され、国際的な関係の構築にもつながっている。奨

学金のイベントの開催などが団体に属していない日系人

を巻き込むきっかけが作れるとし、現在、活動に参加して

いる若者に対して日本側が関心を持ち、評価することの

重要性についてもふれた。

オブザーバーからのコメント
　サンパウロ人文科学研究所の細川氏は、ブラジルの日

系社会は地域によって特色や現状が異なるが、日系社会

の中でボランティア活動に参加することで、協力体制や

時間の管理などが学べるという強みがあり、日系文化は

地域社会の発展に寄与していると述べた。関口氏は、日系

人の多くが日系団体に幼少期から参加し、親や親戚の影

響を受けて日系団体で活動してきたという共通点がある

が、地域ごとに異なる問題があるため、現地の声を聞くこ

とが大切であるとし、次世代の日系人との連携には団体

運営や価値観の共有が課題であり、都道府県と連携し、

その魅力を発信することを提案した。　

　また、山田氏は、メキシコ大使やブラジル大使の経験か

ら、日本側の日系社会に関心を持つ関係団体（外務省や

JICA、地方自治体など）が連携すれば、より大きな力を発

揮できるとし、オンラインを活用した交流の場の提供や、

日本の若者を巻き込む活動の必要性を述べた。

　JICAの野吾氏はJICAが実施する日系サポーター制度

の研修員が日本の多文化共生に貢献し、帰国後、研修で

得た知識や技術を母国に還元していると述べ、次世代の

活躍を促進するため、関係者間の情報交換や奨学金制度

などの情報発信をしていくとした。

検討会メンバーからのコメント
　松田氏は、日本で育った日系人の子どもの多くが自分

の両親の国や文化とのつながりが希薄化していると述べ、

JICAや日系スカラーシップの留学生などと交流し、異なる

文化や日系人の経験に触れることで、ルーツへの関心が

高まり、連携の機会につながるとした。大本氏からは、日系

団体への参加のタイミングは個人によって異なるため、い

つでも参加できるような場を提供し、刺激を与えられるよ

うな場所を用意することの必要性があげられた。
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■  第6回検討会： 2023年9月6日（水）
平野　恭子

　東京出身、サンパウロ在住。

　コスタリカの国連平和大学にて紛

争ジャーナリズムの修士号を取得。

2017年より在サンパウロ日本国総領

事館副領事として、日本政府の戦略

的発信拠点であるジャパンハウス・サ

ンパウロ事業に尽力。2020年からは、

日本商品のブラジル向けPRのコンサルタントとして活

動。また、在日ブラジル人学校やそのコミュニティに興味

を持ち、全国のブラジル人学校を訪ね歩いている。

オブザーバー：
小林 恵里(ゲストハウスyamaju経営)

近藤 健（ 外務省中南米局南米課上席専門官/中南米日系

社会連携推進室)

仲村渠 アンドレ(ブラジル日報記者）

中島 里美（ 外務省中南米局南米課/中南米日系社会連携

推進室)

タケハナ パトリシア( サンパウロ日本文化福祉協会会長

室補佐及び“文化祭り”代表)

要旨
　平野氏は、現在、リオのファベーラ（スラム街）にバス

ケットコートを作り、バスケットボール教室を開催する活

動を行っている。サンパウロの領事館に勤務した経験や

在日のブラジル学校の訪問を通して、日系人はバイカル

チャーを持つことを誇りに思い、日系文化に対して自信

をもってほしいと述べた。日系人は信頼できるパートナー

で、重要な存在であり、日本社会の閉塞感や不寛容さを

打破する一助になる可能性を示唆した。

　また、ララ物資から始まり、出稼ぎという経済的な連携

を経て、新たな連携に向けて日本社会と海外の日系人が

共通の社会課題を改善するために、アイデンティティや

社会の不寛容、生活の困難など、具体的かつ客観的な指

標を作成し、共同で行動することを提案した。

オブザーバーからのコメント
　日本の地域活性化に寄与している小林氏からは地方

へ移住したことで、日本の中でも文化や言語の違いに気

づき、文化や国籍の違いだけでなく、日本人の中にもある

境界をなくすことが大事であり、知りたいという気持ちが

境界を溶かすことにつながるのではないかという意見が

あげられた。

　タケハナ氏はコロナ禍の日系社会のイベントをオンラ

インで開催したことで、様々な地域のアーティストが参加

し、客層の幅も広がったという成功事例をあげつつ、今後

も新しい層の参加を実現するために、現在も試行錯誤を

繰り返しているが、JICA研修員として来日し、移住史を学

んだことで感謝の気持ちが強くなり、現在の日系社会で

の活動に至っていると述べた。

　日本で育ち、現在、ブラジル日報の記者をしている仲村

渠氏は、日本文化に触れ、移住の歴史を知ることで、自身

のアイデンティティを見つめ直すことができたと述べ、帰

伯子弟の集まり、「あいのこ会」を発足し、同じような境遇

の子弟が自信を持って生きられるような活動を行ってい

る。近藤氏は、日系社会や日本とあまり関わりのない人に

対して日本とかかわるメリットの提示が必要であり、日本

政府としてJICAの留学や研修、歴史へのアクセスなど、多

様な機会や方法、場所を提供することの必要性を述べた。

検討会メンバーからのコメント
　大本氏は、文化とはそれぞれが選択する権利があるも

のとし、文化の融合で新しい文化を生み出すとし、歴史が

あり、希少価値がある文化に対しては、日本政府や日系人

がその文化を広める活動することで、文化を守ることがで

きるとし、国際交流を促進するために、日本が複言語や複

文化を持つことが当たり前になるとよいと述べた。
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3章－3　日系スカラーシップ事業での意見交換
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　2023年８月26日、日本財団・日系スカラーシップ事業

の研修会において、日本に留学中の日系スカラーによる

「次世代日系人連携可能性」についての意見交換会が実

施された。

　下記3つの議論のトピックを提示した後、６つのグルー

プに分かれディスカッションを実施し、最後に発表を行

い各グループの意見を共有した。最後に松本アルベルト

氏が総評を行った。

議論のトピック
１． 皆さんの国の社会課題、もしくは日系社会における課

題を、グループ内で話し合い、1つ決めてください。

２． 選んだ課題を解決するための方法を考えてください。

どのような個人、団体、企業、ツール（SNS、オンライン

イベントなど）が必要とされるでしょうか。

３． 2で挙げた対応策や関係者との連携方法について、具

体的なアイデアを出してみてください。どのようにして

協力し、実行に移すことができるでしょうか。

各グループの発表内容
1グループ：日系社会の活性化が課題とし、日系団体の

集まりは年寄りの集まりというイメージがあ

り、世代間のギャップがある。イベントの配信

や企画コンペの開催を提案した。

2グループ：日系人と日系社会との関係性が希薄化し、若

い人はブラジル人のコミュニティに参加した

い、属したいというニーズ、希望がある。また、

日本語能力の低下、世代間の意識格差があ

る。日本人との交流の機会を増やし、奨学金

制度の広報に力を入れるべきである。また、

短期の奨学金制度があってもよいのではな

いか。また、ブラジル側も奨学金制度の告知

にもっと力を入れるために、海外日系人協会

のブラジル支部を作るのはどうか、との提案

があった。

3グループ：日系団体のアクティブメンバーが少ない、存

在感がない。社会貢献活動があまりない。社

会課題については、図書館が少ない、日本語

の本が少ないこと。移動図書館プロジェクト

を発案し、日本語や日本文化に関する本を

置くことで、日本に興味を持ってもらう。参加

団体については、ＡＰＪ（ペルー日系人協会）

などの日系団体や日本財団、日本のBOOK 

OFFなどの企業から寄付を募る案が提示さ

れた。

4グループ：日系コミュニティの強化が必要。人種差別が

あったり、同じ日系人でもアイデンティティ

が多様化したりしている。多様性の尊重が必

要。国によって価値観が異なる。若い日系人

の雇用の促進や他国間で課題を共有し、議

論することが大切。また、架け橋となる相手

側の理解も必要。

5グループ：県人会の減少。次世代へのバトンタッチがで

きていない。世代間の対立。日系人数が減っ

ている。信頼できる人の選択とともに、イベン

トや話し合いの場となる会館への経済的な

支援が必要。

6グループ：日系人のアイデンティティは変化しており、

日系を誇らしく思っていない。悩みを助ける

ことにつながるため、経験や歴史を話し合う

場を作ることが大事である。連携方法として

フェイスブックやインスタを作成し、発信す

る。他の日系団体やJICAが共有することで

連携してくるのではないか。

松本アルベルト氏による総評
　世代間の軋轢はどの国でもあることで、立場の違いに

より生まれるものである。大学卒業後（奨学金終了後）は、

自分のキャリアや家族のことで大変で日系コミュニティ

の未来を考えることは難しいが、今ここで得た知識や経

験は重要である。留学生が持つバリューは他の人は持っ

ていないものであり、それを大切にしなければならない。

30年前は、日本に住む日系人に対して、まだこうした展望
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はなかったが、10年や20年で変化するはずで、ラテンア

メリカも同様である。だからこそ、その準備を整えておく

必要がある。

　また、専門分野において自己成長を遂げることはもちろ

ん大切だが、アンテナを張り巡らせてさまざまな人々の声

を聞くことも貴重な財産となる。現時点ではその価値を

感じないかもしれないが、その情報や経験が将来的に非

常に有益であることは間違いない。素晴らしい先輩たち

のように成長し、前進できる力を持っているので、悩まず

に進んでほしいと述べた。



おわりに
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　最後に、本検討会の実施にあたり、ご多忙の中ファ

シリテーターを務めていただいたアルベルト松本先

生、検討会の委員としてご発表・提案をいただいた委

員のみなさまに、改めて深く感謝申し上げます。ポル

トガル語通訳としてお力添えいただいた弓場様にも御

礼申し上げます。

　また、検討会にオブザーバーとしてご参加いただい

たみなさま、日本財団・日系スカラーシップ事業の研

修会において意見交換にご参加いただいた日系スカ

ラーのみなさまには多くの貴重な意見をいただきまし

たこと、感謝申し上げます。

　今回の検討会は、日本財団が実施主体となり、公益

財団法人海外日系人協会へ運営を委託する形で実施い

たしました。海外日系人協会のみなさまのお力がなく

ては、本事業は実現いたしませんでした。この場を借

りて、厚く御礼申し上げます。
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